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○高槻市営川西住宅    【公募】  



 



指定管理者選定委員会資料 

募集要項の概要（高槻市営川西住宅）   

項     目 内               容 

１ 施設の名称 

及び所在地 

名  称： 高槻市営川西住宅 

所在地： 高槻市川西町二丁目 28番 1号 

２ 施設の概要 敷地面積： 4,366.10㎡ 

構造： 鉄筋コンクリート造 地上 9階  延床面積： 3,413.83㎡ 

施設： 2DK（46.8㎡）-18戸  2LDK（54.8㎡）-18戸 

3DK（62.5㎡）-14戸  3LDK（68.2㎡）-2戸 

2LDK（車イス対応タイプ 63.2㎡）-2戸       

                         合計 54 戸 

主な設備： エレベーター（1基 乗用兼車イス用 定員 13人） 

電気室（高圧受電設備一式） 

        ポンプ室（直圧増圧ポンプユニット一式） 

消防設備（火災警報設備・非常警報設備その他） 

附帯施設： 駐車場 44区画（住宅内：21区画 住宅外：23区画） 

倉庫（3棟 54庫） 集会所 自転車置き場（4 棟 108台） 

ごみ置き場 緑地（面積：1,403.19㎡） 

３ 業務の範囲 ⑴ 入居に関する業務 

 ① 入居者募集事務（募集案内の作成・配布） 

 ② 入居手続き事務（入居説明会の実施・必要書類の受付・鍵の引渡し） 

⑵ 退去に関する業務 

 ① 退去手続き事務（必要書類の受付・鍵の受領） 

 ② 退去時の検査、原状回復の指導 

⑶ 入居者及び住宅管理に関する業務 

 ① 入居状況の把握 

 ② 各種申請・届出の受付事務 

 ③ 入居者に対する調査、指導 

⑷ 収納に関する業務（住宅使用料・共益費・駐車場使用料の徴収事務） 

⑸ 施設の維持管理に関する業務 

 ① 日常点検業務、定期検査 

 ② 設備の保守点検業務 

 ③ 修繕に関する業務 

 ④ 緑地の維持管理に関する業務 

⑹ 駐車場の管理に関する業務 

 ① 使用状況の把握 

 ② 各種申請・届出の受付事務 

⑺ 集会所の管理運営に関する業務 

 ① 集会所の維持管理業務 

 ② 集会所の機械警備 
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３ 業務の範囲 ⑻ その他の管理業務 

 ① 苦情・要望等の処理 

 ② 防火管理業務 

 ③ 災害及び事故への対応 

 ④ 自治会等の報告 

⑼ 施設等に係る経費の支払に関すること 

⑽ その他川西住宅の管理業務に関すること 

４ 管理の基準 ⑴ 業務時間：午前 8時 45分から午後 5時 15分まで 

 （土・日曜、祝日及び 12月 29日から翌年 1 月 3日までは休み） 

⑵ 日常管理業務として、少なくとも 1日 3時間、週 3日、年 152日は 

市営川西住宅集会所事務所に勤務。 

⑶ 上記以外の時間、休日であっても、災害・事故・漏水等の緊急時に

ついては、24時間 365 日対応とする。 

５ 利用料金 利用料金制（ 有 ・ 無 ） 

６ 指定の期間 令和 5年 4月 1日～令和 9年 3月 31日 

７ 応募の資格  指定管理者に応募することができる者は、法人その他の団体（以下

「法人等」という。）で、次のすべてに該当するものとする。個人での応募

はできません。 

⑴ この募集要項の公示の日現在、大阪府内に営業所、事業所または 

事務所を有すること。 

⑵ 高槻市建設工事請負業者指名停止基準及び高槻市物品売買業者 

指名停止基準による指名停止期間中でないこと。 

⑶ 地方自治法施行令第 167条の 4の規定により、一般競争入札の 

参加を制限されていないこと。 

⑷ 国税及び地方税を滞納していないこと。 

⑸ 団体及び役員等が指定手続条例第 4条の欠格条項に該当しないこ 

と。 

⑹ 賃貸共同住宅の管理経験と実績を有すること。 

８ 応募の方法 ⑴ 募集要項の配布 

令和 4年 8月 1日（月）から 住宅課、ホームページで配布 

⑵ 募集受付期間 

令和 4年 8月 1日（月）から令和 4年 8月 31 日（水）までの執務 

時間内（午前 8時 45分から午後 5時 15分まで 土・日・祝日除く） 

９ 選定の基準  別紙「指定管理者候補者選定評価表」のとおり 

10 指定管理料 

(消費税含む) 

 ７，３１１千円以下 

<想定収支> 

支出：７，３１１千円 

収入：７，３１１千円 

差引：０円 

（参考） 

<令和４予算> <令和３決算> <令和２決算> 

７，５４９千円  ５，７３２千円  ５，５３７千円 

６，１７９千円  ６，１７９千円  ６，１７８千円      

△１，３７０千円  ０，４４７千円  ０，６４１千円 

11 所  管  課 都市創造部 住宅課  担当： 西川、植田  電話：072-674-7525 
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高槻市営川西住宅指定管理者募集要項 

                                      

１ 募集の趣旨 

  高槻市では、高槻市営住宅条例（平成９年高槻市条例第２２号。以下「市営住宅条例」

という。）第３条第１項の規定により設置された高槻市営川西住宅の管理に関する業務を

効果的かつ効率的に行うため、指定管理者制度を適用することとし、この募集要項のと

おり指定管理者を募集します。 

  川西住宅は、健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を、住宅に困窮する低額所得者

に対して低廉な家賃で賃貸し、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的

とした公営住宅です。川西住宅の管理にあたっては、この公営住宅の目的を理解し、公

営住宅法、高槻市営住宅条例等の関係法令を踏まえた適切な管理が必要です。このよう

な趣旨をご理解の上、応募をお願いします。 
 
２ 施設の概要 

名    称 高槻市営川西住宅（以下「川西住宅」という。） 

所  在  地 高槻市川西町二丁目２８番１号 

 敷 地 面 積  ４，３６６．１０㎡ 
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① 共同住宅 

構  造 鉄筋コンクリート造 地上９階建て 

延床面積  ３，４１３．８３㎡ 

 

居室ﾀｲﾌﾟ 

種   別 間取り 専用面積 戸数 

Ｓタイプ（1人～3人世帯用） ２ＤＫ ４６.８㎡ １８ 

Ｍタイプ（2人～4人世帯用） ２ＬＤＫ ５４.８㎡ １８ 

Ｌタイプ（2人以上世帯用） ３ＤＫ ６２.５㎡ １４ 

Ｏタイプ（多子世帯用） ３ＬＤＫ ６８.２㎡  ２ 

車イス対応タイプ（車イス常用者世帯用） ２ＬＤＫ ６３.２㎡  ２ 

合   計   ５４ 

設  備 

エレベーター（1基 乗用兼車イス用 定員 13人(850kg)） 

電気室（高圧受電設備一式） 

ポンプ室（直圧増圧ポンプユニット一式） 

消防設備（火災警報設備・非常警報設備その他） 

 ② 駐車場  ４４区画（住宅内：２１区画 住宅外：２３区画） 

 ③ 倉庫 

構  造 鉄骨造 地上１階建て 

延床面積  ９８．３９㎡ 

施  設 ３棟 ５４庫 

 ④ 集会所 

構  造 壁式鉄筋コンクリート造 地上１階建て 

延床面積 １０４．５０㎡ 

施  設 集会室 和室 事務室 湯沸室 倉庫 トイレ（２ヵ所） 
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 ⑤ 自転車置き場 

構  造 鉄骨造 地上１階建て 

延床面積 １０８．５３㎡ 

施  設 ４棟 １０８台（サイクルフック付自転車用：3 棟 バイク用：1棟） 

 ⑥ 電気室 

構  造  鉄筋コンクリート造 地上１階建て 

延床面積  ２４．９４㎡ 

施  設  高圧受電設備一式 

 ⑦ ごみ置き場 

構  造  鉄骨造 地上１階建て 

延床面積  １５．００㎡ 

 ⑧ 緑地 

延床面積  １，４０３．１９㎡ 

設置年月日 平成２０年３月１４日 

施設の現状 
 住宅に困窮する低額所得者に対して、低廉な家賃で賃貸すること

により、市民生活の安定と福祉の増進に寄与しています。 

事業の内容  川西住宅及び附帯施設の利用、維持管理に関すること 

利 用 者 数 

(令和３年度末) 
入居戸数 ５２戸 

収支の状況 

(令和３年度末) 

 管理経費        ５，７３２，９２１円 

 収入（指定管理料）   ６，１７９，７４０円  

 

３ 指定管理者が行う業務 

(1) 業務の範囲 

指定管理者は、次に掲げる川西住宅の管理業務を行うものとする。 

  ① 入居に関する業務 

・入居者募集事務（募集案内の作成・配布） 

・入居手続き事務（入居説明会の実施・必要書類の受付・鍵の引渡し） 

  ② 退去に関する業務 

・退去手続き事務（必要書類の受付・鍵の受領） 

・退去時の検査、原状回復の指導 

  ③ 入居者及び住宅管理に関する業務 

・入居状況の把握 

・各種申請、届出の受付事務 

・入居者に対する調査、指導 

  ④ 収納に関する業務 

・住宅使用料、共益費、駐車場使用料の徴収事務 
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⑤ 施設の維持管理に関する業務 

・日常点検業務、定期検査 

・設備の保守点検業務 

・修繕に関する業務 

・緑地の維持管理に関する業務 

・自転車置き場の維持管理に関する業務 

  ⑥ 駐車場の管理に関する業務 

・使用状況の把握 

・各種申請、届出の受付事務 

  ⑦ 集会所の管理運営に関する業務 

・集会所の維持管理業務 

・集会所の機械警備 

  ⑧ その他の管理業務 

・苦情、要望等の処理 

・防火管理業務 

・災害及び事故への対応 

・自治会等の報告 

  ⑨ 施設等に係る経費（保守点検費、修繕費、消耗品費、光熱水費、電話代等施設の維

持管理に係る一切の経費）の支払に関すること 

⑩ その他川西住宅の管理業務（市長の権限に属する事務を除く。）に関すること。 

  ・管理業務の処理に必要な体制の整備 

  ・防犯対策、防災対策等の利用者の安全の確保に関する措置 

  ・事業報告書の作成及び提出 

  ・経営状況を明らかにする書類の作成及び提出 

  ・その他管理業務に関する庶務、経理等の事務 

 (2) 管理の基準 

   指定管理者は、次に定めるところにより、川西住宅の管理業務を適切に行うものと

する。 

  ＜基本方針＞ 

    指定管理者は、管理業務の遂行に当たり、「公の施設」「公営住宅」としての川西住

宅の性格を十分に認識し、利用者にとっての快適な環境づくり及び利用の促進を目

指すとともに、施設等について、日常又は定期に必要な保守点検業務を行うことに

より、最良の状態を維持し、利用者の安全の確保に努める。 

    また、川西住宅の利用の促進を図るため、積極的に広報活動を行うとともに、設置

目的に適合した魅力のある自主事業の企画及び実施に努めるものとする。 

  ＜基本的事項＞ 

   ① 指定管理者は、高槻市情報公開条例（平成１５年高槻市条例第１８号）の趣旨に 

   のっとり、管理業務に関して保有する情報の公開を行うために必要な措置を講ずる 

ように努めなければならない。 

   ② 指定管理者は、高槻市個人情報保護条例（昭和６１年高槻市条例第４１号）の趣 

旨にのっとり、管理業務に関して個人情報の保護のために必要な措置を講じなけれ 

ばならない。 

   ③ 指定管理者は、指定管理者又は職員が、管理業務の履行に際し、高槻市の事務事 

業に関して、法令等に違反し、又は違反するおそれのある事実、若しくは不当な事 
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実を知った場合は、「高槻市職員等からの内部通報に関する規則」に基づき、その

事実を通報できることについて、職員に周知するものとする。 

④ 指定管理者は、自主事業を実施する場合は、あらかじめ、その内容を市と協議し 

なければならない。 

  ＜管理業務の処理体制＞ 

① 指定管理者は、川西住宅の管理業務に従事させる職員（以下「職員」という。）を 

確保するほか、管理業務の処理に必要な体制を整備しなければならない。また職員 

のうちから、１人を統括責任者として配置しなければならない。 

   ② 指定管理者は、職員の名簿を市に提出しなければならない。職員に異動があった 

場合も、同様とする。 

③ 指定管理者は、職員に対して、管理業務の遂行に必要な研修を実施しなければな 

らない。特に、防犯対策、防災対策等の利用者の安全の確保については、職員の指 

導に努め、適時訓練を行うものとする。 

   ④ 指定管理者は、管理業務の処理に関して事故（人身事故、施設等の破損事故等を 

いう。）が生じたときは、直ちに市に報告し、その処理方法について、市と協議しな 

ければならない。 

   ⑤ 管理業務の処理に関して生じた職員の災害については、指定管理者が責めを負い、 

理由のいかんを問わず、市は何ら責めを負わない。 

   ⑥ 指定管理者及びその職員は、管理業務の処理において知り得た秘密を第三者に漏 

らしてはならない。指定期間が終了した後も、同様とする。 

＜その他＞ 

① 市は、川西住宅の施設等にあらかじめ備え付けられた備品（市が所有する備品に 

限る。）を、指定管理者に無償で使用させるものとする。指定管理者が、その所有す 

る備品を備え付けようとする場合は、あらかじめ、市にその旨を届け出なければな 

らない。 

   ② 指定管理者は、管理業務の処理に関して、別に会計を設け、経理を明確にしなけ 

ればならない。 

③ 指定管理者は、高槻市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 

１７年高槻市条例第１号。以下「指定手続条例」という。）第９条の規定に基づき、 

毎年度、事業報告書を作成し、市長に提出しなければならない。 

   ④ 指定管理者は、経営状況を明らかにする書類を作成し、市の求めに応じ、これを 

提示しなければならない。 

⑤ 指定管理者が行う管理業務の全部又は主要な部分の処理を第三者に請け負わせ、 

又は委託してはならない。ただし、清掃、警備等の一部の業務について市の承認を 

受けたときは、この限りでない。 

 

４ 管理業務の処理に必要な経費 

① 指定管理者は、管理業務の処理に必要な経費を、市が支払う指定管理料及び自主事 

業の収入によって賄うものとする。 

② 指定管理料は、指定管理者が提出する収支計画書を基本とする。ただし、下記に掲 

げる額の範囲内とする。 
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＜指定管理料＞ 

 ７，３１１，０００円以下 

 

③ 指定管理料の額及び支払の方法は、指定管理者が提出する事業計画書及び収支計画 

書に基づき、年度ごとの予算の範囲内で市と指定管理者が協議し、双方で締結する 

協定において定めるものとする。 

 

５ 市と指定管理者との責任の分担 

  市と指定管理者との責任分担は、原則として、次表に定めるとおりとする。ただし、

同表に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、市と指定管理者が協議して定

めるものとする。 

 

項 目 

 

事  項 

 

内      容 

負 担 者 

指 定

管理者 
高槻市 

共通事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法令・制度の

改正 

事業運営に影響のある法令・制度の

改正 
協議事項 

税制の改正 消費税の税率の変更  ○ 

法人税その他事業に営業を及ぼす

税率の変更 
○  

物価・金利の

変動 

物価・金利の変動 
○  

資金の調達 必要な資金の確保 ○  

周辺地域・住

民、利用者へ

の対応 

事業運営に係る利用者、地域住民等

からの苦情対応及び地域との協調 
○  

施設の設置及び指定管理者制度の

適用に関する苦情対応 
 ○ 

安全性の確

保 

施設の運営・維持管理に係る安全性

の確保及び周辺環境の保全（応急措

置を含む。） 

○  

第三者への

賠償 

施設運営・維持補修において第三者

に損害を与えた場合 
○  

施設自体の瑕疵により第三者に損

害を与えた場合 
 ○ 

応  募 応募の費用 応募に係る費用の負担 ○  

準  備 引継ぎの費

用 

施設運営の引継費用 ○  

施設の引渡しに係る原状回復費用 ○  
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管理運営 

 

 

 

 

 

 

事業の中止 

・延期 

市の責任による遅延・中止  ○ 

法令その他制度の変更等により市

の建物所有が困難になったことに

よる中止 

 ○ 

指定管理者の責任による遅延・中止 ○  

指定管理者の事業の放棄・破綻 ○  

減免制度 減免制度の対象者の拡大  ○ 

天災等によ

る事業中止 

大規模な災害等による事業の中止 
 ○ 

市場の変化 利用者の減少、競合施設の増加等に

よる収入減、経営不振 
○  

自主事業 自主事業の実施に伴う損害の賠償 ○  

自主事業の実施に伴う苦情対応 ○  

維持管理 維持補修 指定管理者の発意により行う施

設・設備・外構の改良、維持補修 
○  

市の発意により行う施設・設備・外

構の改良、維持補修 
 ○ 

施設・設備・外構の保守点検（法定

点検及び日常のメンテナンス） 
○  

経年劣化による施設・設備・外構の

維持補修（１件３０万円未満）及び

施設の管理上急を要する維持補修 

※１ 

○  

経年劣化による施設・設備・外構の

維持補修（１件３０万円以上） 
 ○ 

事故・火災による施設・設備・外構

の維持補修 
○  

天災その他不可抗力による施設躯

体・設備の損壊復旧 
 ○ 

法令の改正により必要となった施

設躯体・設備の維持補修 
 ○ 

修理修繕 経年劣化による市の備品の修理・修

繕（１件３０万円未満） 
○  

経年劣化による市の備品の修理・修

繕（１件３０万円以上） 
 ○ 

  ※１：給湯器交換を除く。 

 

６ 指定の期間 

  指定管理者の指定の期間は、令和５年４月１日から令和９年３月３１日までとします。
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なお、指定期間満了に伴う新たな指定管理者の指定は、原則として公募とします。 
 
７ その他の条件 

    ① 指定管理者は、管理業務を開始する日までに、市から事務引継を受けること。  

    ② 指定管理者は、管理業務の遂行に当たり、川西住宅の入居者で構成する団体その

他関係団体との連携・協力に努めること。   

    ③ 市が川西住宅の施設等を、災害の発生その他特別の事情がある場合に優先的に使

用する場合は、指定管理者はこれに協力すること。 

 

８ 応募の資格等 

＜応募資格＞ 

  指定管理者に応募することができる者は、法人その他の団体（以下「法人等」と

いう。）で、次のすべてに該当するものとする。個人での応募はできません。 

   ① この募集要項の公示の日現在、大阪府内に営業所、事業所又は事務所を有するこ

と。 

   ② 高槻市建設工事請負業者指名停止基準及び高槻市物品売買業者指名停止基準に

よる指名停止期間中でないこと。 

   ③ 地方自治法施行令第１６７条の４に規定により、一般競争入札の参加を制限され

ていないこと。 

   ④ 国税及び地方税を滞納していないこと。 

   ⑤ 団体及び役員等が指定手続条例第４条の欠格条項に該当しないこと。 

   ⑥ 賃貸共同住宅の管理経験と実績を有すること 

  ＜複数の法人等による応募＞ 

    川西住宅の管理業務を効果的かつ効率的に行うために必要な場合は、複数の法人

等（以下「グループ」という。）が共同して応募することができる。この場合におい

ては、次に掲げる事項に留意するものとする。 

   ① グループの構成団体を特定し、グループの名称及びグループ内で代表となる法人

等を定めること。 

   ② 単独で応募した法人等は、グループの構成団体として応募することができない。 

   ③ 複数のグループにおいて、同時に構成団体となることはできない。 
 
９ 応募の方法 

  指定管理者に応募しようとする者は、次のとおり指定管理者指定申請書その他の書類

（以下「応募書類」という。）を市に提出してください。 

  ＜受付期間＞ 

    令和４年８月１日（月）から８月３１日(水)まで 

  ＜提出方法＞ 

    持参又は郵送。郵送による場合は令和４年８月３１日の消印有効。 

  ＜提出先＞ 

    高槻市都市創造部住宅課（市役所本館５階）  

〒569-8501 大阪府高槻市桃園町２番１号 
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 ＜応募書類＞ 

   ① 指定管理者指定申請書（様式第１号） 

    ② 事業計画書（様式第２号） 

    ③ 収支計画書（様式第３号） 

    ④ 指定管理者応募資格誓約書 

    ⑤ 定款又は寄附行為の写し(法人以外の団体にあっては、会則その他これに類す

るものの写し) 

    ⑥ 法人にあっては、当該法人の登記事項証明書 

    ⑦ 法人でない団体にあっては、代表者の身分証明書 

    ⑧ 国税及び地方税の納税証明書又は納税義務がない旨及びその理由を記載した

申立書 

    ⑨ 団体の前事業年度の収支計算書及び貸借対照表 

    ⑩ 団体の現事業年度の収支予算書及び事業計画書 

    ⑪ 団体の事業報告書（作成している場合に限る。） 

    ⑫ 団体の役員名簿及び組織に関する事項について記載した書類又はこれらに類

する書類 

    ⑬ グループによる応募の場合には、グループの名称、各構成団体の名称及び代表

となる法人等の名称を明示した書類 

⑭ 類似施設の管理に際して使用している就業規則の写し（労働基準監督署の収受 

印のあるもの） 

⑮ 労働保険料納入証明 

⑯ 社会保険料納入証明書又は社会保険料納入確認書 

⑰ 賃貸共同住宅の管理実績を証明できる書類 

  ＜提出部数＞ 

    正本１部及び副本１０部。副本は正本を複写して作成しても差し支えありません。 

  ＜現地説明会の開催＞ 

    川西住宅の施設等の概要、管理業務の内容等の説明を行うため、現地説明会を次

のとおり開催します。 

     日  時  令和４年８月９日(火) 午後２時から 

     場  所  高槻市川西町二丁目２８番１号 川西住宅集会所 

     申込方法  令和４年８月８日（月)までに、電話、ファクシミリ又は高槻市簡

易電子申込システムにより、お申込みください。 

   ＜質問の受付＞ 

    川西住宅の施設等の概要、管理業務の内容等について、次のとおり質問を受け付

けます。 

受付期間  令和４年８月９日(火)から８月２２日(月)の執務時間内 

     質問方法  ファクシミリ又は高槻市簡易電子申込システム（口頭での質問は

受け付けません。） 

     回答方法  ホームページに掲載 
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【説明会・質問の申込み･問合せ先】 

     高槻市都市創造部住宅課（市役所本館５階） 

   〒569-8501 大阪府高槻市桃園町２番１号 

電話 ０７２－６７４－７５２５（質問は電話では受け付けません） 

   FAX   ０７２－６７４－３１２５ 

高槻市簡易電子申込システム URL 

https://s-kantan.jp/takatsuki-u/offer/offerList_detail.action?tempSeq=6911 

 

 
  
＜応募に当たっての留意事項＞ 

   ① 応募書類のほかに、必要に応じて、追加資料の提出を依頼することがあります。 

   ② 応募書類及び追加資料は、返却しません。 

   ③ 応募書類及び追加資料は、情報公開条例に基づき、公開することがあります。 

   ④ 受付期間の終了後における応募書類及び追加書類の再提出又は差替えは、原則と

して認めません。 

   ⑤ 応募書類及び追加資料の作成並びに提出に要する費用は、すべて応募する法人等

の負担とします。 

   ⑥ 個人情報の取扱いについて 

    提出いただいた役員名簿に記載された個人情報については、「高槻市個人情報保護 

条例」に基づき、適正に管理します。この個人情報については、指定手続条例第４ 

条第２号から第６号に規定する欠格事項に該当しないことの確認のため、警察への

照会に使用します。なお、目的外利用をすることは一切ありません。 

 

１０ 指定管理者の候補者の選定 

 (1) 選定方法 

   応募があった法人等のうちから、指定管理者の候補者（以下「候補者」という。）を

選定します。なお、選定に当たっては、あらかじめ、学識経験者等の委員で構成する

高槻市指定管理者選定委員会の意見を聴くこととします。 

 (2) 選定の基準 

   候補者の選定は、価格評価点とサービス水準等評価点を合算した総合評価点を算定

して行います。それぞれの割合は、価格評価５０％、サービス水準等評価５０％を基

準とします。価格評価点は、市の提示額に対する応募者の提案額の割合を点数化しま

すが、市の提示額の７０％以下は一律とします。また、総合評価点が同点の場合は、

提案額のより低い者を優先します。 

なお、選定に伴う応募書類及び応募した法人等の審査は、原則として書類審査によ

り行いますが、必要に応じて、面接等により応募書類の内容について、聞き取りや追

加資料の提出等を求める場合があります。その結果、仕様等を遵守していないと判断

される場合や事業の実現性を欠くと認められる場合は、「失格」とすることがあります。 
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   ※市の人的・財政的支援を受けている外郭団体が応募する場合は、その影響額を考

慮した選定評価を行います。 

 
 
  サービス水準等評価表 

評 価 基 準 評  価  項  目 配 点 

市民の平等な利用の 

確保に関すること。 

① 団体の理念、姿勢及び社会的責任 

② 川西住宅の利用者への対応 

 

１０  

施設の効用の最大限

の発揮及び管理経費

の縮減に関すること。 

① 類似施設の運営実績 

② 効率的運営及び効率化への取組 

③ 指定への意欲及び熱意 

 

１５  

施設の管理を安定し

て行う物的能力及び

人的能力に関するこ

と。 

① 団体の安定性及び継続性 

② 団体運営の公正性及び透明性 

③ 団体運営における法令の遵守 

④ 情報セキュリティ対策への取組 

⑤ 施設管理の安全性への配慮 

⑥ 職員の研修 

⑦ その他管理に際して必要な事項 

（人権・環境への配慮、就労困難層への取組、

地域経済への寄与等） 

 

 

 

 

４５  

施設の設置の目的の

寄与に関すること。 

① 施設の設置目的に関すること 

② 施設の管理運営の実施に関すること 
１０ 

市民サービスに関す

ること。 

① 入居者に対するサービスの向上 

② 近隣住民への対応 
１０ 

危機管理体制に関す

ること 

① 事故への対応 

② 災害への対応 
１０  

合  計  １００  

  ※サービス水準等評価点に割合を乗じて価格評価点と合算し、総合評価点とする。 
 
 (3) 候補者の決定 

   候補者を決定したときは、その結果を応募された法人等のすべてに書面で通知し、

公表します。 

 

１１ 指定管理者の指定等 

   指定管理者の指定は、候補者を川西住宅の指定管理者とする旨の議案を令和４年１

２月に開催される予定の高槻市議会に上程し、その議決を受けて行うものとする。 

  なお、市と指定管理者との間に締結する協定の内容その他指定管理者の管理業務を

行わせるために、必要な事項の具体的な協議については、当該議決後において、速や

かに行うものとする。 

 

１２ 別添書類の一覧 

 (1) 高槻市川西住宅図面 

 (2) 指定管理者指定申請書 
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 (3) 事業計画書 

 (4) 収支計画書 

 (5) 指定管理者応募資格誓約書 

 (6) 管理業務仕様書 

 (7) 設備機器一覧表 

 

１３ 募集要項に関する問合せ先 

    高槻市都市創造部住宅課（市役所本館５階） 

     〒569-8501 大阪府高槻市桃園町２番１号 

電 話 ０７２－６７４－７５２５ 

    FAX    ０７２－６７４－３１２５ 

高槻市簡易電子申込システム URL 

https://s-kantan.jp/takatsuki-u/offer/offerList_detail.action?tempSeq=6911 

 

１４ その他 

   この募集要項及び指定申請書等の様式は、高槻市のホームページ（指定管理者の募

集）からダウンロードすることができます。 

 

    高槻市のホームページ https://www.city.takatsuki.osaka.jp 
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高槻市営川西住宅管理業務仕様書 

 

 高槻市営川西住宅の指定管理者が行う業務の範囲及び具体的内容等については、この

仕様書及び募集要項による。 

 

１ 職員の配置等について 

（１）  職員の配置 

    業務を遂行するために必要な職員を確保し、業務の処理に適した執行体制を確立す 

ること。また、職員のうちから 1名を責任者として定め、組織における指揮命令系統を明 

確にすること。 

（２）  管理事務所への職員配置 

日常管理業務においては、少なくとも 1日 3時間、週 3日、年 152日は市が指定する 

管理事務所（川西住宅集会所事務所）にて、業務を遂行すること。 

（３）  管理事務所以外の業務時間 

業務時間は午前 8時 45分から午後 5時 15分までとする。また、土・日曜、祝日及び 

12月 29日から翌年 1月 3日までは休みとする。ただし、災害や事故、漏水等の緊急対 

応については、24時間 365日連絡・対応が可能な体制を確保すること。 

（４）  緊急時の対応 

① 業務時間であるかを問わず、入居者の生活に重大な影響を及ぼす緊急的な事 

態が発生した場合は、迅速かつ適切に対応すること。 

② 発生事象を速やかに探知し、危険等を回避するため、適切に安全対策を行うこ

と。 

③ 発生事象及び実施した対策を速やかに市へ報告すること。 

④ 入居者に対し、緊急時の連絡先を周知すること。 

 

２ 入居に関する業務 

（１）  入居者募集事務 

市と協議のうえ、次の業務を行うこと。 

① 募集案内書を作成、配布すること。 

② 入居相談に対応すること。 

（２）  入居手続き事務 

① 入居説明会を実施し、次の業務を行うこと。 

     ア 必要書類を審査し、敷金の納入を確認すること。 

     イ 市が作成する「住まいのしおり」により、入居時等の注意事項を説明すること。 

② 入居者に鍵を引き渡し、住宅の設備等の取扱い説明を行うこと。また、入居時の

住宅の状態を入居者と共に確認すること。 
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３ 退去に関する業務 

 入居者等から退去の相談があった場合は、次の業務を行うこと。 

（１）  住宅返還届の受付、審査 

住宅返還届の受付、審査を行い、速やかに市に提出すること。 

（２）  退去時の検査、鍵の受領 

① 退去者等から鍵を受領し、退去者等立会いのうえ、退去後の住宅、倉庫等の状

態を検査し、原状回復を指導すること。 

② 退去者等が原状回復、修繕等の措置を行った後、再度検査を行うこと。 

（３）  敷金還付請求書の受付、審査 

検査後、敷金還付請求書の受付、審査を行い、速やかに市に提出すること。 

 

４ 入居者及び住宅管理に関する業務 

（１） 入居状況の把握 

  市から入居者台帳（写し）を受領、保管し、入居状況を把握すること。入居者の異動等 

があった場合は、市からの連絡によりその都度入居者台帳を更新すること。 

（２） 各種申請・届出の受付事務 

主に次の申請書、届出書及び添付書類の受付、審査を行い、市へ提出すること。 

① 同居承認申請書 

② 入居者の地位の承継承認申請書 

③ 高槻市営住宅異動届出書 

④ 模様替・増築承認申請書 

⑤ 高槻市営住宅収入申告書兼収入調査同意書 

⑥ 家賃等減免・徴収猶予申請書 

⑦ 高槻市営住宅返還届 

（３） 入居者に対する調査、指導 

次により入居者が指導に従わず、状況が改善されない場合には、速やかに市に報告 

し、処理方針の指示を受け、対応を図ること。 

① 不正入居、無断退去の調査、指導 

② 無断増築・模様替えの調査、指導 

③ 動物飼育や迷惑行為による苦情等に伴う調査、指導 

④ その他管理上支障がある事項の調査、指導 

 

５ 収納に関する業務 

（１） 家賃等の徴収事務 

    家賃、駐車場使用料、共益費の収納は、市における口座振替、入居者等による銀行 

   窓口等での自主納付にて行うが、入居者等が指定管理者に現金にて家賃等の納付を 

申し出た場合は、受領し所定の領収証を発行すること。また、受領した家賃等は、速や 
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かに市へ納付すること。 

（２） 督促状、催告書の配布 

 市が発行する督促状、催告書を当該入居者等に配布するとともに納付督促及び徴収 

を行うこと。 

（３） 口座振替制度の推奨 

    入居者に対して、家賃等の口座振替制度を推奨すること。 
 
６ 施設の維持管理に関する業務 

（１） 日常点検業務 

    日常的に施設・設備の巡視点検を行うこと。異状等を発見した場合は、速やかに適切 

な措置を行い、市に報告すること。 

（２） 設備の保守点検業務 

    別紙（各種維持管理業務一覧表）の項目について、定期的に保守点検等を実 

施すること。 

（３） 定期点検業務 

    建築基準法第 12 条第 2 項及び第 4 項の規定に基づく定期点検を実施すること（計

画的修繕を図るための報告を含む）。なお、業務にあたっては別添「定期点検業務仕

様書」に基づき実施すること。 

（４） 修繕に関する業務 

① 施設・設備の維持管理上必要な修繕を適正に実施し、市に報告すること。 

修繕に要する費用の負担は、「リスク分担表」のとおりとする。 

② 住宅専用部分の修繕については、「修繕負担区分表」により、市の負担とされて 

いるところの修繕を適正に実施し、市に報告すること。入居者の負担とされてい 

るところは、入居者の負担で修繕するよう指導すること。 

③ 施設・設備が毀損等により危険な状態にあるとき、また漏水等により緊急の措置 

が必要な場合は、応急処置を行うこと。 

（５） 緑地の維持管理業務 

① 高木・中木剪定を年 1回以上行い、必要に応じて害虫駆除を実施すること。 

② 低木刈り込み、緑地帯除草を年 2回以上行い、日常的に管理すること。 

③ 緑地帯の維持管理上必要な施肥、散水を日常的に行うこと。 

（６） 屋内・屋外排水管等の洗浄業務（令和 8年度に実施すること。） 

① 施設の各戸（台所・浴室・洗面所・便所）、共用部（廊下・ベランダ）、集

会所（台所・便所）の排水管及び排水立管、横引排水管の高圧洗浄を実施

すること。ただし、便所については、尿石除去剤を使用すること。 

② 屋外埋設排水管、ごみ置場会所の洗浄を実施すること。 

③ 作業実施について、結果報告書を作成し提出すること。 

（７） 光熱水費の支払 

   共用部分及び共同施設（昇降機、集会所等を含む）の電気使用料・上下水道使用

料を支払うこと。なお、集会所については、指定管理者の集会所事務所の利用に係る
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電気使用料・上下水道使用料（基本料金相当額）を負担すること。 
 
７ 駐車場の管理に関する業務 

（１） 使用状況の把握 

市から駐車場使用台帳（写し）を受領、保管し、使用状況を把握すること。使用者の異 

動等があった場合は、市からの連絡によりその都度駐車場使用台帳を更新すること。 

（２） 各種申請・届出の受付事務 

主に次の申請書、届出書及び添付書類の受付、審査を行い、市へ提出すること。 

① 駐車場使用申込書 

② 使用者の地位の承継承認申請書 

③ 保管場所使用承諾申請書 

④ 自動車等異動届 

⑤ 駐車場返還届 

（３） 無断駐車及び不正駐車等の調査、指導 

定期的に駐車場の巡回を行い、無断駐車及び不正駐車があった場合には、使用者 

又は所有者に注意、指導を行うこと。 

 

８ 集会所の管理運営に関する業務 

  集会所は、川西住宅の入居者で構成される「川西住宅集会所運営委員会」が自主的に

運営を行っているが、指定管理者は、運営委員会の補助的な役割として、次の業務を行う

ものとする。 

（１） 集会所の維持管理業務 

① 集会所を利用できる状態に保つため、消耗品・備品の点検、清掃を行うこと。 

② 利用終了後、設備、備品等の破損があった場合、又は利用上のルールが守られ 

ていない場合には、速やかに運営委員会に報告すること。 

（２） 集会所の機械警備 

機械警備により、集会所の無人時の警備を行うこと。 

 

９ その他の管理業務 

（１） 苦情・要望等の処理 

① 入居者等から苦情・要望・相談等を受けた場合、必要に応じて現地に赴き、速や 

かに指導及び措置を行うこと。ただし、対応に苦慮するものについては市と協議 

のうえ、その方針に従い速やかに指導及び措置を行うものとする。 

② 苦情・要望・相談等の受付から処理に至るまでの処理簿を作成し、市に提出す 

ること。 

（２） 防火管理業務 

① 防火管理者の資格を有する者を配置し、消防法に基づく防火管理者としての業 

務を行うこと。 

② 消防法に基づく防火対象物定期点検報告等の業務、その他消防法に規定され 
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る業務を行うこと。消防訓練を年１回行うこと。 

（３） 災害及び事故への対応 

災害及び事故が発生した場合は、至急現地に赴き、実態調査及び入居者の安全確 

保、警察署及び消防署への対応を行い、市に速やかに報告すること。 

 

（４） 自治会等の報告 

年度当初に自治会長、集会所運営委員会委員長から、次の書類を提出させること。 

① 自治会役員名簿及び集会所運営委員会役員名簿 

② 会計決算報告（集会所運営委員会） 

 

１０ 業務遂行に当たっての留意事項 

（１） 関係法令等の遵守 

指定管理者は、市営住宅等の管理を行うに当たり、本仕様書のほか、次に掲げる法 

   令等を遵守しなければならない。 

① 地方自治法 

② 高槻市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例 

③ 公営住宅法 

④ 高槻市営住宅条例 

⑤ 個人情報の保護に関する法律 

⑥ 高槻市個人情報保護条例 

⑦ 労働関係法令（労働基準法・労働安全衛生法・職業安定法等） 

⑧ その他関係法令 

（２） 文書の管理及び保存 

指定管理者は、市営住宅等の管理を行うに当たり、作成又は受領した文書等は適 

正に管理・保存しなければならない。 

（３） 施設賠償責任保険の加入 

   指定管理者は、施設運営、維持補修において第三者に損害を与えた場合の賠償に 

備え、施設賠償責任保険に加入しなければならない。 

（４） 入居者等との協調 

   管理業務を行うにあたっては、川西住宅の入居者・自治会と協調・共同して業務を行

うこと。また、周辺住民とも協調するように留意すること。 

（５） その他 

   市が修繕・工事等を行う場合、管理業務との調整を行う等協力すること。 

本仕様書に定める事項について疑義が生じたときは、市と協議のうえ、これを定める 

ものとする。 
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定期点検業務仕様書 

 

１ 定期点検業務の概要 

乙は、高槻市営川西住宅について、建築基準法第 12条第 2項及び第 4項に基づき点検し、

その報告書を作成・提出のうえ、甲にその内容を説明する。特に、人身事故の恐れなど人

命に関わるものについては、速やかにその状況や危険性を甲に報告し説明する。 

 なお、点検の実施方法等の詳細については、各特記仕様書を適用する。 

 

２ 業務の対象・内容 

１）業務の対象 

・施設名称 ： 高槻市営川西住宅 

・実施時期 ： 毎年度締結する年度協定書に基づく指定管理業務の運営状況等の

第 3四半期報告において最終報告を行うものとする。 

なお、一次報告は毎年度 10月末までに行うこと。毎年度 11月末

までに、建築物、建築設備については一般財団法人大阪建築防災

センターに、昇降機については高槻市審査指導課に提出すること。 

２）業務の内容 

・建築基準法第 12条第 2項（建築物の敷地及び構造）に基づく点検の実施、及びそ

の点検結果報告書の作成・提出、内容説明、質疑応答 

・建築基準法第 12条第 4項（昇降機、昇降機以外の建築設備）に基づく点検の実施、

及びその点検結果報告書の作成・提出、内容説明、質疑応答 

 

３ 点検作業実施者の資格 

 本業務において、点検の実施及びその点検結果報告書の作成、内容説明、質疑応答は、

建築基準法第 12条第 2項及び第 4項に規定する有資格者によること。 

 

４ 点検作業における注意事項 

１）点検作業にあたっては、原則として、現場管理者の立会い協力が必要であるため、

実施日時等については、甲及び現場管理者と事前に十分調整を行うこと。また、同

様の点検や作業等がある場合は、極力日程を合わせるなど施設運営への影響を最小

限に留めるよう努めること。 

２）点検にあたっては、法令を遵守すること。 

３）点検・判定は、施設の規模に応じた人数で連携して行うこと。特に安全上重要な項

目の判定は、詳細を確認のうえ慎重に決定すること。 

４）施設関係者や利用者、構造物、備品等に傷害・損害等を与えないよう十分留意し、

必要に応じて適切な対策を行ったうえ、点検を実施すること。万一、傷害・損害等

別添 
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を与えた場合は、乙の負担と責任において対応を行うこと。損傷等については、速

やかに原状回復すること。 

５） 現地の点検にあたっては、名札や腕章等を着用するなど身分が明確となるようにす

ること。 

６）点検に際し、シャッターやオペレーター窓等の操作、作動を要するものは、点検内

容、手順等を施設管理者と打ち合わせのうえ、事故の起こらないよう十分注意する

こと。 

７）石綿を含む材料等を使用している箇所の点検にあたっては、破損及び飛散等がない

よう注意すること。 

８）緊急若しくは概ね一年以内に補修・改善等の対応が必要と判断するもので、人身事

故等の安全面の不具合（落下物及び部材の脱落・飛散等、工作物等の倒壊等、防火

設備の不作動等、避難設備の不作動等）については、点検後速やかに甲及び施設管

理者に連絡する。 

９）点検に必要な資機材は乙が準備すること。（例：カメラ、コンベックス、脚立、打診

棒、双眼鏡、床等の傾斜を確認するもの、非常照明バッテリー点検棒、テンション

ゲージ、ストップウォッチ、電卓、レーザー距離計、クラックスケール、名札、腕

章など） 

１０）敷地内は原則禁煙とする。（施設管理者の許可を得て、指定喫煙所を使用する場合

を除く。） 

１１）乙は、本業務に従事する者に本市環境方針を周知する。また、環境への負荷の低

減及び環境への配慮の推進の取組について協力するように努めること。 

１２）乙及び点検実施者は、甲の法令等の違反又はその恐れ、若しくは不当な事実を知

った場合、「高槻市職員等からの内部通報に関する規則（平成 24年高槻市規則第 45

号）」に基づき、その事実を甲が置く内部通報相談員に内部通報を行うことができる。 

 

５ 成果品 

１） 一次報告時に成果品として提出する図書及びその整理方法・部数は、次のとおり

とする。 

（１）報告書（鑑）     ・・・・・・・・・・・・・・・・【１部】 

（２）定期点検報告書（すべてをステープラ止め）     ・・・・【３部】 

・報告書（様式Ａ（建築物及び建築設備）／定期点検報告書第一面～第三面

（昇降機）） 

・調査／検査結果書（様式Ｂ（建築物及び建築設備のみ）） 

・調査／検査結果表（様式Ｃ（建築物及び建築設備）／別記第一号～第六号

のいずれか（昇降機）） 

・配置図等（調査結果図（建築物のみ）） 

・測定記録等（別表 1～4（建築設備のみ）） 
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・主索、鎖及びブレーキパッドの写真（別添 1様式（昇降機のみ）） 

・関係写真（別添 2様式（建築物）／別添様式（建築設備）／別添 2様式（昇

降機）） 

（３）点検作業実施者の資格証のコピー 

２） 最終報告時に成果品として提出する図書及びその整理方法・部数は、次のとおり

とする。 

（１）報告書（鑑）     ・・・・・・・・・・・・・・・・【１部】 

（２）定期点検報告書【受付を示す押印有】       ・・・【１部】 

・報告書（様式Ａ（建築物及び建築設備）／定期点検報告書第一面～第三面

（昇降機）） 

・調査／検査結果書（様式Ｂ（建築物及び建築設備のみ）） 

・調査／検査結果表（様式Ｃ（建築物及び建築設備）／別記第一号～第六号

のいずれか（昇降機）） 

・配置図等（調査結果図（建築物のみ）） 

・測定記録等（別表 1～4（建築設備のみ）） 

・主索、鎖及びブレーキパッドの写真（別添 1様式（昇降機のみ）） 

・関係写真（別添 2様式（建築物）／別添様式（建築設備）／別添 2様式（昇

降機）） 

（３）点検作業実施者の資格証のコピー 

（４）上記（１）から（３）の電子データを収納したＣＤ－Ｒ ・・・【２部】 

・ワード、エクセル、ＣＡＤ、ＰＤＦのデータ 

・上記データを全てＰＤＦ化したもの 

３） 報告様式は、甲が支給するものを用いること。ただし、建築物及び建築設備につ

いては一般財団法人大阪建築防災センター（以下「防災センター」という。）が定め

る様式、昇降機については平成 20年 3月 10日国土交通省告示第 283号（以下「告

示第 283号」という。）に定められている様式を用いることも可とする。 

４） 成果品の提出要領は、次のとおりとする。 

【建築物、建築設備】（次ページ系統図参照） 

（１）乙は、仕様書に基づき点検を実施し、点検作業実施者が点検結果を示す報告書（以

下、「報告書」という。）を作成する。なお、乙及び点検作業実施者は、点検の実

施及びその報告書の作成にあたっては、善良な管理者の注意をもって、業務を実

施しなければならない。 

（２）乙は、報告書を甲に提出する。【②一次報告】 

（３）乙は、甲が開催する事後打合せにおいて、点検作業実施者より点検結果の報告を

行う。また、点検結果において「要是正」や「特記事項」がある場合には、甲と

協議したうえで改善予定年月を記入する。なお、報告書の不備について甲より修

正等の指示があった場合は適切に対応する。 
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（４）甲は、点検結果を把握した後、定期点検報告書３部（■▼◆）に記名及び押印す

る。 

（５）甲は、定期点検報告書１部（■）を一次報告用として保管する。 

（６）甲は、下記アからエの手順により、定期点検報告書を防災センターを経由し、審

査指導課に提出する。なお、この提出は、原則として毎年度 11月末迄かつ点検実

施後３か月以内に行うものとする。【③提出】 

ア 甲は乙に委任状を交付し、乙は防災センターにあらかじめ電話連絡をしたうえ

で、防災センターに委任状と定期点検報告書２部（▼◆）を提出する。この際、

必ず防災センターの支援サービス（有料）を利用し、チェックを受ける。【④チ

ェック】 

イ 防災センターはチェック完了後、１部（▼）返却、1部（◆）受付する。 

ウ 乙は、チェックを受けた 1部（▼）を甲に最終報告として提出する。【⑤最終報

告】 

なお、防災センターでチェックを受け、追記・修正等行った事項については、

必ず甲に説明を行う。 

エ 防災センターは、定期点検報告書１部（◆）を審査指導課に送付する。【⑥送付】 

オ 審査指導課は、定期点検報告書（◆）を確認した後、受理結果票を甲に送付す

る。【⑦受理結果票を送付】 

 

■系統図＜建築物、建築設備＞ 
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＜凡例＞■印：甲保管用（一次報告）、◆印：審査指導課が受理確認後保管用 

▼印：甲保管用（最終報告） 
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【昇降機】（次ページ系統図参照） 

（１）乙は、仕様書に基づき点検を実施し、点検作業実施者が点検結果を示す報告書（以

下、「報告書」という。）を作成する。なお、乙及び点検作業実施者は、点検の実

施及びその報告書の作成にあたっては、善良な管理者の注意をもって、業務を実

施しなければならない。 

（２）乙は、報告書を甲に提出する。【②一次報告】 

（３）乙は、甲が開催する事後打合せにおいて、点検作業実施者より点検結果の報告を

行う。また、点検結果において「要是正」や「特記事項」がある場合には、甲と

協議したうえで改善予定年月を記入する。なお、報告書の不備について甲より修

正等の指示があった場合は適切に対応する。 

（４）甲は、点検結果を把握した後、定期点検報告書３部（■▼◆）に記名及び押印す

る。 

（５）甲は、定期点検報告書１部（■）を一次報告用として保管する。 

（６）甲は、下記アからエの手順により、定期点検報告書を審査指導課に提出する。な

お、この提出は原則として毎年度 11 月末迄に行うものとする。 

ア 甲は乙に委任状を交付し、乙は、審査指導課にあらかじめ電話連絡をしたうえ

で、審査指導課の窓口において委任状と定期点検報告書２部（▼◆）を提出す

る。【③提出】 

イ 審査指導課は、定期点検報告書をチェックし、受理する。その後、乙に１部（▼）

返却する。【④チェック】 

ウ 乙は、チェックを受けた定期点検報告書 1 部（▼）を甲に最終報告として提出

する。【⑤最終報告】なお、審査指導課でチェックを受け、追記・修正等行った

事項については、必ず甲に説明を行う。 

エ 審査指導課は、受理結果票を甲に送付する。【⑥受理結果票を送付】 
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■系統図＜昇降機＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ その他 

１） 乙は、年度協定締結後、速やかに「業務責任者・担当者名簿」及び「業務工程表」

を提出し、甲の承諾を受けること。 

（１）業務責任者・担当者・点検作業実施者名簿 

・会社名、連絡先、緊急連絡先 

・責任者氏名、連絡先、緊急連絡先、担当区分 

・担当者氏名・連絡先、緊急連絡先、担当区分 

・点検作業実施者氏名・連絡先・緊急連絡先・履歴書 

・点検作業実施者の資格証のコピー 

・その他 

（２）業務工程表 

・甲及び施設管理者との現地事前打合せ日 

・点検実施日 

・成果品一次報告日 

・成果品最終報告日 

・その他 

２） 業務の実施にあたり疑義が生じた場合、本仕様に定めのない事項については、別

途協議し、その結果に従うとともに議事録を提出すること。 

３） 打合せの開催 

甲
（
管
理
者
） 

 
 
 

■ 

▼ 

 

審
査
指
導
課
（
点
検
結
果
を
受
理
） 

◆ 

乙
（
点
検
業
者
） 

 
 
 
 
 
 
 

● 

   

③提出 

⑥受理結果票を送付 

⑤最終報告 ④チェック 

①点検発注 

②一次報告 

（■▼◆） 

（▼） （▼） 

（▼◆） 

＜凡例＞■印：甲保管用（一次報告）、◆印：審査指導課が受理確認後保管用 

▼印：甲保管用（最終報告） 
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（１） 甲は、点検作業着手前、一次報告として報告書提出後、最終報告として報告

書提出後に打合せを開催する。 

（２） 乙は、上記打合せに点検作業実施者である有資格者を出席させ、点検結果の

内容説明、質疑応答の対応を行う。 

（３） 乙は、現場管理者と個別に打合せした場合は、その内容を甲に報告する。 

４） 本点検において、建築基準法第 12条第 5項に基づき、特定行政庁より報告を求め

られることがあるが、その際は適切に対応すること。 

５） 乙及び点検作業実施者は、高度な知識・技能等を有する専門家として、“善良な管

理者の注意”をもって、本件業務を実施しなければならない。 

 

７ 参考図書 

 定期点検において参考となる図書を次に示す。なお、使用する際は最新版を使用す

ること。 

１） 特定建築物等定期調査業務基準 

国土交通省住宅局建築指導課 監修 ｜（財）日本建築防災協会 編集・発行 

２） 建築設備定期検査業務基準書 

国土交通省住宅局建築指導課 監修 ｜（財）日本建築設備・昇降機センター 発行 

３） 昇降機・遊戯施設定期検査業務基準書 

国土交通省住宅局建築指導課 監修 ｜（財）日本建築設備・昇降機センター 発行 

４） 特定建築物調査者必携 

大阪府内建築行政連絡協議会 監修 ｜（財）大阪建築防災センター 発行 

５） 建築設備検査者必携 

大阪府内建築行政連絡協議会 監修 ｜（財）大阪建築防災センター 発行 
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定期点検業務 

【建築物】特記仕様書 

 

 

１ 目的 

本仕様書は、点検業務のうち、建築物の定期点検の実施に関し必要な事項等を定め

るものである。 

 

２ 点検項目 

点検の項目は、平成 20年 3月 10 日国土交通省告示第 282号（以下「告示第 282

号」という。）別表「（い）調査項目」に記載の全ての項目（ただし書きは適用しな

い。）とする。 

 

３ 点検方法・進め方 

１） 定期点検の実施にあたっては、甲から提示・配布する資料や甲及び当該施設を現

場で管理する者（以下「現場管理者」という。）へのヒアリング等により事前に施設

の状況を把握のうえ、現状の建築物の平面図、配置図等から定期点検用の図面を作

成し、現地において漏れが生じないよう点検方法、内容について十分に確認・協議

し、効率的に行う。また、個別事情のなかで最大限の努力をもって、実施できる点

検を可能な限り行うこと。 

（１） 甲から提示するもの 

・前回の定期点検記録一式（初回点検時を除く） 

・他の専門家による点検・調査の記録等 

（２） 甲から配布するもの 

・定期点検対象建築物一覧、位置図 

・配置図、各階平面図、立面図等点検に必要な図面 

・担当者及び緊急連絡先一覧 

・環境方針 

（３）甲及び現場管理者へのヒアリング等により確認するもの 

・増築、改修、用途変更等の履歴（必要に応じ（様式Ａ）（第二面）に記載） 

・不具合の発生状況等（必要に応じ（様式Ａ）（第四面）に記載） 

・点検にあたり危険が想定される箇所、内容 

・物理的理由又は安全上の理由等から点検を行うことが困難な場所、内容 
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２） 点検の方法については、告示第 282号別表「（ろ）調査方法」によりを行う。原則

として、足場の架設等の特別な準備は行わない。高い天井面、急斜面の屋根面等の

通常の手段で接近できない箇所は、双眼鏡等により可能な範囲で点検する。 

３） 定期点検において、是正が必要な箇所及び特記すべき事項があると判断するもの

については、図面に記入のうえ、写真を撮影し所定の様式に整理し提出すること。 

４） 定期点検の実施にあたっては、次に留意すること。 

（１） 前回の定期点検において指摘された各事項について、その後の処置状況や劣

化の進行状態（初回点検時は除く） 

（２） 増築、改修、用途変更等及び工作物等の増設等の履歴とこれらがあった場合

の建築物全体としての安全性 

（３） 部材落下等による人身事故の恐れや火災発生時等に建築基準法の求める被

害の拡大防止及び避難確保が図れないなど安全面で緊急対応が必要な箇所

の確認（例：タイル仕上げの外壁の劣化状況の点検において、人の通りがあ

る箇所で手の届く範囲はテストハンマー等の打診による点検をできる限り

悉皆的に行う。） 

５） 告示第 282号別表「（ろ）調査方法」欄において、他の点検の記録により確認する

ことで足りるとされている項目については、他の点検の実施状況を確認し、その結

果を点検結果表（様式Ｃ）に記載する。 

６） 告示第 282号別表「（ろ）調査方法」欄において、設計図書等により確認するとさ

れている項目について、建築物等の可視部分に不適合状態が認められない場合は、

設計図書による確認を省略することができる。 

７） 告示第 282号別表「（ろ）調査方法」欄において、設計図書等により確認するとさ

れている項目について、設計図書等がない場合は、目視・測定等により判断し得る

範囲での確認及び点検を行う。 

８） 次に示す部分等で点検が困難なものにあっては、これを省略できる。ただし、当

該部分の状況から判断して不良の状況にあると認められる場合は、点検結果表（様

式Ｃ）の特記事項に記載し、指摘の具体的内容等欄に「詳細点検の実施を検討する

こと」と付記すること。また、省略した点検についても同様に、点検結果表（様式

Ｃ）の特記事項にその場所、部位、理由等を記載すること。 

なお、地中埋設部分（基礎杭等）、鉄筋コンクリート造における構造体の内部の状況

等については、外部から見て異常を認めない限り適正な状態にあるとみなす。 

（１）被覆材で覆われている梁、柱などの構造部 

（２）地中、壁又はコンクリート等の中に埋設されているもの 

（３）目視では点検が困難な足場のない外壁面、給排気塔、煙突、鉄塔など 

（４）点検口のない天井裏又は容易に出入りできる点検口のない床下にあるもの 

（５）点検にあたり危険が想定される箇所、その内容 

- 35 -



3 

 

・足元が腐食している箇所、酸欠の恐れのある地下部分、特殊な危険物の貯蔵

箇所、通電されていて点検することが危険な箇所等 

・運転を停止することが極めて困難な機器等で運転を停止しなければ点検でき

ないもの、あるいはその付近にあるもので点検することが危険なもの 

（６）その他物理的理由又は安全上の理由等から点検を行うことが困難な場所にある

もの 

１０）その他の留意事項は次のとおりとする。 

（１）甲から提示する資料の中に、点検場所の表記がある場合は代表的な室等の名称

を例示しているので、類似用途の室等においても建築物の各部位がある場合は

適宜点検を行うこと。 

（２）定期点検対象建築物に該当する部位等がない項目については適用しない。 

（３）告示第 282号の項目以外で不具合等が発見された場合は、その状況及び点検の

必要性を特記事項（様式Ｃ）に記録し、簡易に点検できるものは同時に点検・

調査等を行うこと。 

 

４ 点検結果表の作成方法 

点検の結果については、告示第 282 号別表「（は）判定基準」により判定を行い、点

検結果表（様式Ｃ）の点検結果欄に記入する。 

 

５ 定期点検報告書の作成 

１） 定期点検報告書の作成にあたっては、「定期点検業務仕様書 ７ 参考図書」に示

すものを参考とする。不明な点や相談については、一般財団法人大阪建築防災セン

ターの有料支援サービスを活用する。 

２） 点検報告書第二面７．備考欄に、敷地内の塀の有無、種別、おおまかな場所を点

検結果に関わらず記載する。 
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定期点検業務 

【建築設備】特記仕様書 

（昇降機を除く） 

 

 

１ 目的 

本仕様書は、定期点検業務のうち、建築設備（昇降機を除く）の定期点検の実施に

関し必要な事項等を定めるものである。 

 

２ 点検項目・点検事項 

点検の項目及び事項は、平成 20年 3月 10日国土交通省告示第 285号（以下「告

示第 285号」という。）別表「（い）検査項目」及び「（ろ）検査事項」に記載の全て

の項目及び事項（ただし書きは適用しない。）とする。 

 

３ 点検方法・進め方 

１） 定期点検の実施にあたっては、甲から提示・配布する資料や甲及び当該施設を現

場で管理する者（以下「現場管理者」という。）へのヒアリング等により事前に施設

の状況を把握のうえ、現状の建築物の平面図、配置図等から定期点検用の図面（建

築設備プロット図（以下「プロット図」という。））を作成し、現地において漏れが

生じないよう点検方法、内容について十分に確認・協議し、効率的に行う。また、

個別事情のなかで最大限の努力をもって、実施できる点検を可能な限り行うこと。 

（１） 甲から提示するもの 

・前回の定期点検記録一式（初回点検時を除く） 

・他の専門家による点検・検査の記録等 

（２） 甲から配布するもの 

・建築物一覧、位置図 

・配置図、各階平面図、立面図及び各設備図等点検に必要な図面 

・担当者及び緊急連絡先一覧 

・環境方針 

（３）甲及び現場管理者へのヒアリング等により確認するもの 

・増築、改修、用途変更等の履歴 

・不具合の発生状況等（必要に応じ（様式Ａ）（第三面）に記載） 

・点検にあたり危険が想定される箇所、内容 

・物理的理由又は安全上の理由等から点検を行うことが困難な場所、内容 
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２） 点検の方法については、告示第 285号別表「（は）検査方法」によりを行う。 

３） 定期点検において、是正が必要な箇所及び特記すべき事項があると判断するもの

については、プロット図に記入のうえ、写真を撮影し所定の様式にて整理し提出す

ること。 

４） 定期点検の実施にあたっては、次に留意すること。 

（１） 前回の定期点検において指摘された各事項について、その後の処置状況や劣

化の進行状態（初回点検時は除く） 

（２） 増築、改修、用途変更等、工作物等の増設及び設備機器の改修等の履歴とこ

れらがあった場合の建築物全体としての安全性 

（３） 劣化及び損傷等、防火・避難並びに構造上の安全に関わる事項 

５） 告示第 285号別表「（は）検査方法」欄において、同等の方法で実施した検査の記

録がある場合にあっては、当該記録により確認することで足りるとされている項目

については、同等の検査の実施状況を確認し、その結果を点検結果表（様式Ｃ）に

記載する。 

６） 次に示す部分等で点検が困難なものにあっては、これを省略できる。ただし、当

該部分の状況から判断して不良の状況にあると認められる場合は、点検結果表（様

式Ｃ）の特記事項に記載し、指摘の具体的内容等欄に「詳細点検の実施を検討する

こと」と付記すること。また、省略した点検についても同様に、点検結果表（様式

Ｃ）の特記事項にその場所、部位、理由等を記載すること。 

（１）壁等に埋設されているもの 

（２）点検口のない天井裏又は容易に出入りできる点検口のない床下にあるもの 

（３）点検にあたり危険が想定される箇所、その内容 

・足元が腐食している箇所、酸欠の恐れのある地下部分、特殊な危険物の貯

蔵箇所、通電されていて点検することが危険な箇所等 

・運転を停止することが極めて困難な機器等で運転を停止しなければ点検で

きないもの、あるいはその付近にあるもので点検することが危険なもの 

（４）その他物理的理由又は安全上の理由等から点検を行うことが困難な場所にあ

るもの 

７）その他の留意事項は次の通りとする。 

（１）甲から提示する資料の中に、点検場所の表記がある場合は代表的な室等の名

称を例示しているので、類似用途の室等においても建築設備の各部位がある

場合は適宜点検を行うこと。 

（２）定期点検対象建築設備に該当する設備や部位等がない項目については適用し

ない。 

（３）告示第 285号の項目以外で不具合等が発見された場合は、その状況及び点検

の必要性を特記事項（様式Ｃ）に記録し、簡易に点検できるものは同時に点
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検等を行うこと。 

４ 点検結果表の作成方法 

点検の結果については、告示第 285号の「別表第 1、別表第 2、別表第 3及び別表第 4

の各（に）判定基準」により判定を行い、点検結果表（様式Ｃ）のそれぞれの点検結果

欄に記入する。 

 

５ 定期点検報告書の作成 

定期点検報告書の作成にあたっては、「定期点検業務仕様書 ７ 参考図書」に示すも

のを参考とする。不明な点や相談については、一般財団法人大阪建築防災センターの有

料支援サービスを活用する。 

点検対象となる建築設備がない場合、各様式は添付する必要はない。 
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定期点検業務 

【昇降機】特記仕様書 

 

 

１ 目的 

本仕様書は、定期点検業務のうち、昇降機の定期点検の実施に関し必要な事項等を

定めるものである。 

 

２ 点検項目・点検事項 

点検の項目及び事項は、平成 20 年国土交通省告示第 283 号（以下「告示第 283

号」という。）別表「（い）検査項目」及び「（ろ）検査事項」に記載の全ての項目及

び事項（ただし書きは適用しない。）とする。 

 

３ 点検方法・進め方 

１） 定期点検の実施にあたっては、甲から提示・配布する資料や甲及び当該施設を現

場で管理する者（以下「現場管理者」という。）へのヒアリング等により事前に施設

の状況を把握のうえ、現状の建築物の平面図、配置図等から定期点検用の図面（昇

降機プロット図（以下「プロット図」という。））を作成し、現地において漏れが生

じないよう点検方法、内容について十分に確認・協議し、効率的に行う。また、個

別事情のなかで最大限の努力をもって、実施できる点検を可能な限り行うこと。 

（１） 甲から提示するもの 

・前回の定期点検記録一式（初回点検時を除く） 

・他の専門家による点検・検査の記録等 

（２） 甲から配布するもの 

・建築物一覧、位置図 

・配置図、各階平面図、立面図及び昇降機図等点検に必要な図面 

・担当者及び緊急連絡先一覧 

・環境方針 

（３）甲及び現場管理者へのヒアリング等により確認するもの 

・増築、改修、用途変更等の履歴 

・不具合の発生状況等（必要に応じ告示第 283号第三面に記載） 

・点検にあたり危険が想定される箇所、内容 

・物理的理由又は安全上の理由等から点検を行うことが困難な場所、内容 

２） 点検の方法については、告示第 283号別表「（は）検査方法」により行う。 
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３） 定期点検において、是正が必要な箇所及び特記すべき事項があると判断するもの

については、プロット図に記入のうえ、写真を撮影し所定の様式にて整理し提出す

ること。 

４） 定期点検の実施にあたっては、次に留意すること。 

（１） 前回の定期点検において指摘された各事項について、その後の処置状況や劣

化の進行状態（初回点検時は除く） 

（２） 増築、改修、用途変更等、工作物等の増設及び設備機器の改修等の履歴とこ

れらがあった場合の建築物全体としての安全性 

（３） 劣化及び損傷等、防火・避難並びに構造上の安全に関わる事項 

５）その他の留意事項は次の通りとする。 

告示第 283号の項目以外で不具合等が発見された場合は、その状況及び点検の必

要性を告示第 283号別記第一号～第六号の特記事項に記録し、簡易に点検できるも

のは同時に点検等を行うこと。 

 

４ 点検結果表の作成方法 

点検の結果については、告示第 283 号の別表第 1～第 6 の各（に）判定基準により判

定を行い、告示第 283号別記第一号～第六号のそれぞれの点検結果欄に記入する。 

 

５ 定期点検報告書の作成 

定期点検報告書の作成にあたっては、「定期点検業務仕様書 ７ 参考図書」に示すも

のを参考とする。 
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リ ス ク 分 担 表 

 

項 目 事  項 内      容 
負 担 者 

甲 乙 

共通事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法令・制度の

改正 

事業運営に影響のある法令・制度の

改正 
協議事項 

税制の改正 消費税の税率の変更 ○  

法人税その他事業に営業を及ぼす

税率の変更 
 ○ 

物価・金利の

変動 

物価・金利の変動 
 ○ 

資金の調達 必要な資金の確保  ○ 

周辺地域・住

民、利用者へ

の対応 

事業運営に係る利用者、地域住民等

からの苦情対応及び地域との協調 
 ○ 

施設の設置及び指定管理者制度の

適用に関する苦情対応 
○  

安全性の確保 施設の運営・維持管理に係る安全性

の確保及び周辺環境の保全（応急措

置を含む。） 

 ○ 

第三者への賠

償 

施設運営・維持補修において第三者

に損害を与えた場合 
 ○ 

施設自体の瑕疵により第三者に損

害を与えた場合 
○  

応  募 応募の費用 応募に係る費用の負担  ○ 

準  備 引継ぎの費用 施設運営の引継費用  ○ 

施設の引渡しに係る原状回復費用  ○ 

管理運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の中止 

・延期 

市の責任による遅延・中止 ○  

法令その他制度の変更等により市

の建物所有が困難になったことに

よる中止 

○  

指定管理者の責任による遅延・中止  ○ 

指定管理者の事業の放棄・破綻  ○ 

減免制度 減免制度の対象者の拡大 ○  

天災等による

事業中止 

大規模な災害等による事業の中止 
○  

市場の変化 利用者の減少、競合施設の増加等に

よる収入減、経営不振 
 ○ 

自主事業 自主事業の実施に伴う損害の賠償  ○ 
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自主事業の実施に伴う苦情対応  ○ 

維持管理 維持補修 指定管理者の発意により行う施

設・設備・外構の改良、維持補修 
 ○ 

市の発意により行う施設・設備・外

構の改良、維持補修 
○  

施設・設備・外構の保守点検（法定

点検及び日常のメンテナンス） 
 ○ 

経年劣化による施設・設備・外構の

維持補修（１件３０万円未満）及び

施設の管理上急を要する維持補修

※１ 

 ○ 

経年劣化による施設・設備・外構の

維持補修（１件３０万円以上） 
○  

事故・火災による施設・設備・外構

の維持補修 
 ○ 

天災その他不可抗力による施設躯

体・設備の損壊復旧 ○ 

 

 

 

法令の改正により必要となった施

設躯体・設備の維持補修 
○  

修理修繕 経年劣化による市の備品の修理・修

繕（１件３０万円未満） 
 ○ 

経年劣化による市の備品の修理・修

繕（１件３０万円以上） 
○  

※１：給湯器の交換を除く。 
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○

○

○

○

○

壁 ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○

○

○

修 繕 負 担 区 分 表

（専用部分）

修繕・維持の内容

負担区分

備　　　　　考入
居
者

市

※通常の使用によらない原因で起こる破損は、原因者負担とする。
※老朽等の劣化に起因する修繕及び建築時の施工不良に起因する修繕は、市の負担とする。
※入居者個人で設置した設備・備品類の修繕は、入居者負担とする。
※具体的な負担区分は下記のとおり

天井
表面材の汚れ・傷み

仕上材の剥落・天井下り 自然老朽及び施工不良等に限る

塗装・壁紙の汚れ・傷み

床

表面材の汚れ・傷み

床下り

柱・鴨居・敷居・出入口枠 自然老朽及び施工不良等に限る

浴室扉

自然老朽及び施工不良等に限る

自然老朽及び施工不良等に限る

畳修繕

建具金物
（錠・丁番・郵便受・ドアスコープ等）

外部建具・玄関扉 自然老朽及び施工不良等に限る

自然老朽及び施工不良等に限る

物干金物・クーラー支持金物 自然老朽及び施工不良等に限る

ベランダ間仕切板 災害時・訓練時の破壊に限る

流し台・コンロ台 自然老朽及び施工不良等に限る

○ 自然老朽及び施工不良等に限る

カーテンレール、室内手摺、ベランダ手摺 自然老朽及び施工不良等に限る

建具

室内扉・引戸・襖

ガラス入替

押入棚・台所棚 自然老朽及び施工不良等に限る

各戸スイッチ・コンセント
自然老朽及び施工不良等に限る
プレート等の破損は入居者

各戸クローゼット・引掛シーリング等 自然老朽及び施工不良等に限る

各戸ブレーカー 自然老朽及び施工不良等に限る

電話取替

緊急避難用ハッチ 災害時・訓練時の破壊に限る

各種スリーブキャップ

各戸ＴＶ端子
自然老朽及び施工不良等に限る
プレート等の破損は入居者

各戸照明器具

市設置の器具のみ（玄関灯等の自然
老朽及び施工不良等に限る）
ただし、球切れは入居者
入居者設置分は入居者

ＴＶ共聴設備
自然老朽及び施工不良等に限る
プレート等の破損は入居者
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○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

呼出ブザー
自然老朽及び施工不良等に限る
プレート等の破損は入居者

インターホン等
自然老朽及び施工不良等に限る
プレート等の破損は入居者

換気扇・レンジフード
自然老朽及び施工不良等に限る
清掃は入居者

便所ロータンクのボールタップ等内部金物及びパッキ
ン取替

○

各戸ガスコック及び付属品
自然老朽及び施工不良等に限る
プレート等の破損は入居者

各戸各種水栓類修繕・パッキン取替

非常用ブザー等
自然老朽及び施工不良等に限る
プレート等の破損は入居者

ガス管修繕 自然老朽及び施工不良等に限る

便器排水管漏水修繕 自然老朽及び施工不良等に限る

便器排水管つまり

便器床フランジ、排水管漏水修繕 自然老朽及び施工不良等に限る

便器洗浄管漏水修繕 自然老朽及び施工不良等に限る

浴室・流し・洗面器等の排水金物
（目皿・ゴム栓・わん等）

○

（共用部分）

※共用部分の修繕・維持については、原則として市が行う。

※排水溝の泥上げ・ゴミ置き場の清掃等、共用部分の日常の維持管理・清掃については、入居者が行う。

シャワーセット修繕 自然老朽及び施工不良等に限る

混合水栓修繕 自然老朽及び施工不良等に限る

給湯器及び付属設備 自然老朽及び施工不良等に限る

各種パッキン取替

便所ペーパーホルダー修繕

浴槽・排水栓等

浴室・流し・洗面器等の排水管つまり

衛生器具取替（便器、洗面器、洗濯パン） 自然老朽及び施工不良等に限る
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内　　容 備考

電灯配電盤 日常管理

動力配電盤 日常管理

各種制御盤、共用部分電盤等 日常管理

共用部電灯等 日常管理

直結増圧ポンプ 日常管理、定期点検（自主）

消火用補給水槽 日常管理、定期点検（自主）

上記制御盤 日常管理、定期点検（自主）

給排水関係 共用部水栓等 日常管理

住宅用火災警報設備 日常管理、定期点検（法定）

非常警報設備 日常管理、定期点検（法定）

誘導灯設備（集会所） 日常管理、定期点検（法定）

消火設備（消火器） 日常管理、定期点検（法定）

その他消防法に基づく各種届出等 日常管理、定期点検（法定）

昇降設備
エレベーター保守点検業務
24時間遠隔監視

日常管理、定期点検（法定）

機械警備 集会所無人時間帯機械警備 日常警備

空調設備 空調設備 日常管理、定期点検（法定）

防犯設備 防犯カメラ（エレベーター及び駐輪場） 日常管理、定期点検（自主）

令和６年度に実施（1回）

毎年実施

定期作業（年1回以上）

定期作業（年2回以上）

定期作業（年2回以上）

日常管理

（６） 令和８年度に実施（1回）屋内・屋外排水管等の洗浄業務

設備の
保守点検
業務

高中木剪定

低木刈込み

機械除草

樹木等管理（施肥、散水）

建築基準法第12条第2項に基づく特殊建築物定期点検

建築基準法第12条第4項に基づく建築設備定期点検

６　施設の維持管理に関する業務

各種維持管理業務一覧表

定期点検
業務

緑地の
維持管理
業務

（２）

（３）

（５）

電気関係

機械関係

消防設備
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設
　

　
備

品
　

　
名

数
　

　
量

単
　

　
位

電
気

設
備

各
種

配
電

盤
（

電
気

室
内

）
住

戸
電

灯
配

電
盤

1
面

共
用

電
灯

・
動

力
配

電
盤

1
面

集
合

電
力

量
計

盤
1

面

接
地

端
子

盤
1

面

各
種

制
御

盤
・

分
電

盤
共

用
分

電
盤

L
-
1

配
線

等
は

電
気

設
備

図
面

参
照

1
面

給
水

ポ
ン

プ
制

御
盤

（
機

械
設

備
）

1
面

警
報

盤
埋

め
込

み
型

5
回

路
用

電
気

設
備

図
面

参
照

1
面

エ
レ

ベ
ー

タ
ー

制
御

盤
（

昇
降

設
備

）
ロ

ー
プ

式
エ

レ
ベ

ー
タ

ー
乗

用
兼

車
椅

子
用

,
1
3
人

,
9
0
m
/
分

,
9
停

止
東

芝
：

ロ
ー

プ
式

エ
レ

ベ
ー

タ
ー

（
遠

隔
監

視
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
付

）
1

面

共
用

部
電

灯
設

備
等

（
集

会
所

以
外

）
住

宅
棟

屋
内

共
用

部
分

照
明

器
具

Ａ
３

２
１

Ｗ
松

下
電

工
Y
F
3
1
2
1
1
K

7
1

台

住
宅

棟
屋

内
共

用
部

分
照

明
器

具
Ｂ

３
２

１
松

下
電

工
N
F
T
3
1
7
7
2
K

8
台

住
宅

棟
屋

内
共

用
部

分
照

明
器

具
Ｄ

１
８

１
Ｗ

松
下

電
工

H
L
W
6
3
4
6
T

3
6

台

住
宅

棟
屋

内
共

用
部

分
照

明
器

具
Ｅ

２
０

２
松

下
電

工
F
A
2
2
0
3
8
F

2
台

住
宅

棟
屋

内
共

用
部

分
照

明
器

具
ａ

１
３

ｂ
松

下
電

工
L
B
9
1
6
2
0

2
台

住
宅

棟
屋

内
共

用
部

分
照

明
器

具
ｂ

１
３

Ｂ
松

下
電

工
L
B
9
1
0
4
0

8
台

住
宅

棟
外

灯
照

明
器

具
Ｇ

２
０

１
松

下
電

工
F
W
2
1
0
5
1
Z

2
台

自
転

車
置

場
外

灯
照

明
器

具
Ｇ

２
０

１
松

下
電

工
F
W
2
1
0
5
1
Z

2
2

台

市
営

川
西

住
宅

共
用

部
分

等
電

気
設

備
一

覧
表

・
電

気
設

備
の

方
式

：
本

施
設

の
電

気
設

備
は

、
関

西
電

力
柱

よ
り

構
内

コ
ン

ク
リ

ー
ト

柱
を

経
て

、
電

気
室

内
の

関
西

電
力

設
置

の
高

圧
引

込
盤

に
至

り
、

そ
の

後
電

灯
配

電
盤

及
び

動
力

配
電

盤
に

分
配

さ
れ

、
各

制
御

盤
（

給
水

ポ
ン

プ
、

エ
レ

ベ
ー

タ
ー

）
と

共
用

分
電

盤
及

び
各

戸
の

分
電

盤
に

送
電

さ
れ

る
。

・
共

用
部

分
の

管
理

の
範

囲
：

指
定

管
理

者
の

日
常

的
に

管
理

す
る

電
気

設
備

の
範

囲
は

、
高

圧
引

込
盤

電
力

引
出

し
以

降
か

ら
各

戸
の

分
電

盤
ま

で
の

電
気

配
管

・
配

線
、

各
制

御
盤

・
共

用
分

電
盤

及
び

共
用

部
分

の
電

気
器

具
（

照
明

、
コ

ン
セ

ン
ト

、
ス

イ
ッ

チ
類

）
と

す
る

。

仕
　

　
様

 
　

・
　

型
　

　
式

　
　

等

配
線

等
は

電
気

設
備

図
面

参
照

配
線

等
は

電
気

設
備

図
面

参
照

内
部

電
力

量
計

は
関

西
電

力
管

理
電

気
設

備
図

面
参

照

電
気

設
備

図
面

参
照

機
械

設
備

図
面

参
照
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設
　

　
備

品
　

　
名

数
　

　
量

単
　

　
位

仕
　

　
様

 
　

・
　

型
　

　
式

　
　

等

倉
庫

外
灯

照
明

器
具

Ｈ
２

０
１

松
下

電
工

H
W
7
2
5
T

7
台

電
気

室
照

明
器

具
Ｆ

３
２

１
松

下
電

工
F
S
A
4
1
0
3
8
F

2
台

電
気

室
照

明
器

具
Ｆ

３
２

１
Ｂ

松
下

電
工

F
S
G
4
1
0
8
8
F

1
台

緑
地

外
灯

照
明

器
具

ソ
ー

ラ
ー

ラ
イ

ト
松

下
電

工
X
Y
S
L
1
0
P
B
1
2

2
台

住
宅

棟
外

灯
照

明
器

具
ポ

ー
ル

灯
松

下
電

工
Y
A
4
4
2
0

3
台

広
場

外
灯

照
明

器
具

ポ
ー

ル
灯

松
下

電
工

Y
A
4
4
2
0

1
台

緑
地

外
灯

照
明

器
具

ポ
ー

ル
灯

松
下

電
工

Y
A
4
4
2
0

3
台

通
路

外
灯

照
明

器
具

ポ
ー

ル
灯

松
下

電
工

Y
A
4
4
2
0

1
台

太
陽

電
池

時
計

φ
7
0
0
　

両
面

ポ
ー

ル
型

松
下

電
工

T
C
7
2
4
0

1
台

上
記

配
管

配
線

設
備

1
式

電
話

設
備

盤
関

係
電

話
設

備
用

Ｍ
Ｄ

Ｆ
盤

1
式

電
話

端
子

盤
6

面

電
話

端
子

盤
6

面

弱
電

端
子

盤
1

面

上
記

配
管

設
備

1
式

・
電

話
設

備
の

方
式

：
本

施
設

の
電

話
設

備
は

、
N
T
T
柱

よ
り

構
内

コ
ン

ク
リ

ー
ト

柱
を

経
て

、
M
D
F
室

内
の

下
記

電
話

設
備

用
M
D
F
盤

に
至

り
、

そ
の

後
共

用
部

分
の

電
話

配
線

、
電

話
端

子
盤

を
経

て
各

戸
の

メ
ー

タ
ー

ボ
ッ

ク
ス

内
（

ア
ウ

ト
レ

ッ
ト

ボ
ッ

ク
ス

）
に

配
線

さ
れ

る
。

・
共

用
部

分
の

管
理

の
範

囲
：

指
定

管
理

者
の

日
常

的
に

管
理

す
る

電
話

設
備

の
範

囲
は

、
N
T
T
柱

か
ら

の
引

込
以

降
か

ら
各

戸
の

ア
ウ

ト
レ

ッ
ト

ボ
ッ

ク
ス

ま
で

の
電

話
配

管
・

配
線

、
各

端
子

盤
及

び
M
D
F
盤

等
と

す
る

。
・

な
お

、
集

会
所

送
り

及
び

集
会

所
内

の
電

話
配

管
・

配
線

、
各

端
子

盤
は

全
て

管
理

の
対

象
と

な
る

。

T
S
1
　

2
P
端

子

1
0
0
P
　

6
0
0
W
*
1
5
0
0
H
*
1
5
0
0

T
1
N
　

2
0
P
端

子

T
2
N
　

1
0
P
端

子
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設
　

　
備

品
　

　
名

数
　

　
量

単
　

　
位

仕
　

　
様

 
　

・
　

型
　

　
式

　
　

等

テ
レ

ビ
共

聴
設

備

C
A
T
V
ブ

ー
ス

タ
ー

等
2

個
所

C
A
T
V
ブ

ー
ス

タ
ー

等
6

個
所

上
記

配
管

設
備

1
式

避
雷

設
備

国
土

交
通

省
型

突
針

、
支

持
管

、
端

子
函

、
設

置
銅

版
等

1
式

集
会

所
電

気
設

備

電
力

量
計

収
納

盤
1

面

電
灯

分
電

盤
1

面

照
明

器
具

Ｂ
１

６
１

松
下

電
工

N
F
T
1
1
7
7
2

9
台

照
明

器
具

Ｂ
３

２
１

松
下

電
工

H
F
T
3
1
7
7
2
K

6
台

照
明

器
具

Ｊ
３

２
１

松
下

電
工

F
S
A
4
1
0
3
8
F

2
台

照
明

器
具

Ｋ
３

２
２

Ｂ
松

下
電

工
F
S
A
4
2
0
0
1
F

1
台

照
明

器
具

Ｌ
３

２
２

松
下

電
工

F
S
A
4
2
6
6
6
A

6
台

照
明

器
具

Ｍ
１

０
０

松
下

電
工

H
F
A
8
5
4
7

1
台

照
明

器
具

Ｎ
２

０
１

Ｗ
松

下
電

工
F
1
2
1
8
3
5

1
台

照
明

器
具

Ｏ
１

０
０

Ｗ
松

下
電

工
Y
A
8
8
2
4
2

2
台

上
記

配
管

配
線

設
備

1
式

・
テ

レ
ビ

共
聴

設
備

の
方

式
：

本
施

設
の

テ
レ

ビ
共

聴
設

備
は

、
構

外
柱

よ
り

構
内

コ
ン

ク
リ

ー
ト

柱
を

経
て

、
M
D
F
室

内
の

C
A
T
V
ブ

ー
ス

タ
ー

（
T
V
1
）

に
至

り
、

そ
の

後
共

用
部

分
の

専
用

配
線

、
C
A
T
V
ブ

ー
ス

タ
ー

（
T
V
2
)
を

経
て

各
戸

の
メ

ー
タ

ー
ボ

ッ
ク

ス
内

（
ア

ウ
ト

レ
ッ

ト
ボ

ッ
ク

ス
）

に
配

線
さ

れ
る

。
・

共
用

部
分

の
管

理
の

範
囲

：
指

定
管

理
者

の
日

常
的

に
管

理
す

る
テ

レ
ビ

共
聴

設
備

の
範

囲
は

、
構

外
柱

か
ら

の
引

込
以

降
か

ら
各

戸
の

ア
ウ

ト
レ

ッ
ト

ボ
ッ

ク
ス

ま
で

の
専

用
配

線
、

各
C
A
T
V
ブ

ー
ス

タ
ー

と
す

る
。

・
な

お
、

集
会

所
送

り
及

び
集

会
所

内
の

専
用

配
線

、
C
A
T
V
ブ

ー
ス

タ
ー

（
T
V
1
）

は
全

て
管

理
の

対
象

と
な

る
。

T
V
-
1
　

B
L
型

7
7
0
　

7
7
0
M
H
ｚ

T
V
-
2
　

B
L
型

7
7
0
　

7
7
0
M
H
ｚ

電
気

設
備

図
面

参
照

電
気

設
備

図
面

参
照

・
電

気
設

備
の

方
式

：
集

会
所

の
電

気
設

備
は

、
関

西
電

力
柱

か
ら

架
空

に
て

集
会

所
外

壁
面

の
電

力
量

計
収

納
盤

内
（

メ
ー

タ
ー

ボ
ッ

ク
ス

）
に

引
込

ま
れ

、
そ

の
後

集
会

所
倉

庫
内

の
電

灯
分

電
盤

で
分

配
さ

れ
、

各
電

気
器

具
（

照
明

、
コ

ン
セ

ン
ト

、
ス

イ
ッ

チ
類

）
に

送
電

さ
れ

る
。

・
共

用
部

分
の

管
理

の
範

囲
：

指
定

管
理

者
の

日
常

的
に

管
理

す
る

集
会

所
電

気
設

備
の

範
囲

は
、

メ
ー

タ
ー

ボ
ッ

ク
ス

以
降

の
全

て
の

電
気

設
備

と
す

る
。
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設
　

　
備

品
　

　
名

数
　

　
量

単
　

　
位

仕
　

　
様

 
　

・
　

型
　

　
式

　
　

等

集
会

所
電

話
設

備

電
話

用
モ

ジ
ュ

ラ
ー

ジ
ャ

ッ
ク

1
個

弱
電

端
子

盤
1

面

上
記

配
管

配
線

設
備

1
式

集
会

所
テ

レ
ビ

共
聴

設
備

露
出

コ
ン

セ
ン

ト
1

個

増
幅

器
1

台

直
列

ユ
ニ

ッ
ト

1
台

端
末

ユ
ニ

ッ
ト

1
台

上
記

配
管

配
線

設
備

1
式

集
会

所
ト

イ
レ

呼
出

設
備

工
事

ト
イ

レ
呼

出
表

示
器

1
台

電
源

ア
ダ

プ
タ

1
台

ト
イ

レ
呼

出
押

ボ
タ

ン
1

台

復
旧

ボ
タ

ン
1

台

廊
下

灯
1

台

６
極

４
芯

T
S
1
　

2
P
端

子

・
電

話
設

備
の

方
式

：
集

会
所

の
電

話
設

備
は

、
住

宅
棟

M
D
F
室

内
の

電
話

設
備

用
M
D
F
盤

か
ら

、
共

用
部

分
の

電
話

配
線

を
経

て
、

倉
庫

内
の

電
話

端
子

盤
を

経
て

事
務

室
に

配
線

さ
れ

る
。

・
共

用
部

分
の

管
理

の
範

囲
：

指
定

管
理

者
の

日
常

的
に

管
理

す
る

集
会

所
の

電
話

設
備

の
範

囲
は

、
上

記
M
D
F
盤

か
ら

集
会

所
内

の
電

話
配

管
・

配
線

、
各

端
子

盤
等

の
全

て
が

管
理

の
対

象
と

な
る

。

U
V
-
2

2
P
1
5
A
×

2
　

E
T
付

U
V
-
2

・
テ

レ
ビ

共
聴

設
備

の
方

式
：

集
会

所
の

テ
レ

ビ
共

聴
設

備
は

、
M
D
F
室

内
の

C
A
T
V
ブ

ー
ス

タ
ー

（
T
V
1
）

か
ら

共
用

部
分

の
専

用
配

線
を

経
て

集
会

所
倉

庫
内

弱
電

端
子

盤
に

至
り

、
各

室
の

テ
レ

ビ
端

子
に

配
線

さ
れ

る
。

・
共

用
部

分
の

管
理

の
範

囲
：

指
定

管
理

者
の

日
常

的
に

管
理

す
る

集
会

所
の

テ
レ

ビ
共

聴
設

備
の

範
囲

は
、

集
会

所
送

り
及

び
集

会
所

内
の

専
用

配
線

、
C
A
T
V
ブ

ー
ス

タ
ー

（
T
V
1
）

は
全

て
管

理
の

対
象

と
な

る
。

１
端

子

電
気

設
備

図
面

参
照

１
窓

　
埋

込
型

電
気

設
備

図
面

参
照

電
気

設
備

図
面

参
照

電
気

設
備

図
面

参
照
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設
　

　
備

品
　

　
名

数
　

　
量

単
　

　
位

電
気

設
備

住
戸
分
電
盤

5
4

ヶ
所

照
明
器
具

　
Ｂ
１
６
１

2
7
0

台

照
明
器
具

　
Ｃ
２
０
１

5
4

台

住
戸
内
電
気
設
備
配
線
配
管
等

コ
ン
セ
ン
ト
、
ス
イ
ッ
チ
類
含
む

1
式

電
話

設
備

住
戸
内
電
話
設
備
配
線
配
管
等

モ
ジ
ュ
ラ
ー
ジ
ャ
ッ
ク
等
含
む

1
式

テ
レ

ビ
共
聴
設
備

住
戸
内
テ
レ
ビ
共
聴
設
備
配
線
配
管
等

分
配
器
、
テ
レ
ビ
端
子
等
含
む

1
式

自
火

報
、
非
常
警
報
設
備

共
同
住
宅
用
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
イ
ン
タ
ー
ホ
ン

１
M型

　
親
機

非
常
、
ガ
ス
、
火
災
付

5
4

台

（
イ

ン
タ
ー
ホ
ン
設
備
連
動
）

警
報
表
示
付
ド
ア
ホ
ン
　
子
機

戸
外
表
示
器

5
4

台

ガ
ス
検
知
器

　
都
市
ガ
ス
用
　
Ｃ
Ｏ
警
報
付

5
4

台

差
動
式
ス
ポ
ッ
ト
型
感
知
器

　
２
種
　
埋
込
型
　
遠
隔
試
験
機
能
付

1
式

住
戸
内
自
火
報
設
備
配
線
配
管
等

1
式

市
営

川
西

住
宅

　
専

用
部

分
等

電
気

設
備

一
覧

表

仕
　

　
様

 
　

・
　

型
　

　
式

　
　

等
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設
　

　
備

品
　

　
名

数
　

量
単

　
位

給
水

設
備

　
　

弁
類

・
ポ

ン
プ

関
係

仕
切

弁
1

個

直
結

増
圧

ポ
ン

プ
1

個

　
　

住
棟

内
共

用
給

水
設

備
万

能
ホ

ー
ム

水
栓

9
個

　
　

屋
外

給
水

設
備

キ
ー

式
散

水
栓

7
個

　
　

消
火

設
備

消
火

用
補

給
水

槽
1

台

上
記

放
水

口
7

個
所

上
記

逆
水

口
1

個
所

上
記

配
管

関
係

1
式

排
水

（
下

水
）

設
備

汚
水

会
所

、
桝

類
１

号
人

孔
3

組

小
口

径
桝

1
組

6
組

3
組

6
組

た
め

桝
（

コ
ン

ク
リ

ー
ト

）
1

組
格

子
蓋

　
3
5
0
×

3
5
0

市
営

川
西

住
宅

共
用

部
分

等
機

械
設

備
一

覧
表

・
給

水
設

備
の

方
式

：
本

施
設

の
給

水
形

式
は

、
高

槻
市

水
道

本
管

よ
り

分
岐

し
、

下
記

仕
切

弁
を

経
て

敷
地

内
給

水
管

を
通

っ
て

下
記

直
結

増
圧

ポ
ン

プ
に

至
り

、
そ

こ
で

増
圧

さ
れ

、
住

棟
内

の
共

用
配

管
に

よ
り

各
戸

の
メ

ー
タ

ー
ボ

ッ
ク

ス
に

送
水

さ
れ

る
。

・
共

用
部

の
管

理
の

範
囲

：
指

定
管

理
者

の
日

常
的

に
管

理
す

る
給

水
施

設
の

範
囲

は
、

敷
地

境
界

線
以

内
か

ら
各

戸
の

メ
ー

タ
ー

ボ
ッ

ク
ス

ま
で

の
全

て
の

共
用

部
分

の
給

排
水

衛
生

設
備

と
す

る
。

・
排

水
設

備
の

方
式

：
本

施
設

の
排

水
（

下
水

）
は

各
戸

の
衛

生
器

具
よ

り
住

戸
内

の
排

水
管

を
通

り
住

棟
内

共
用

部
の

排
水

管
を

通
っ

て
敷

地
内

排
水

管
・

小
口

径
桝

を
経

て
下

記
１

号
人

孔
（

最
終

桝
）

に
集

合
さ

れ
、

高
槻

市
下

水
道

本
管

に
放

流
さ

れ
る

。
・

共
用

部
の

管
理

の
範

囲
：

指
定

管
理

者
の

日
常

的
に

管
理

す
る

部
分

は
敷

地
境

界
線

以
内

の
全

て
の

共
用

部
の

排
水

設
備

と
す

る
。

仕
　

　
様

　
・

　
型

　
　

式
　

　
　

等

7
5
　

ソ
フ

ト
シ

ー
ル

パ
ッ

ケ
ー

ジ
タ

イ
プ

　
5
0
φ

×
2
7
6
L
/
m
i
n
×

2
2
ｍ

×
2
.
2
k
w

T
2
0
0
S
N
R
1
3

T
2
8
K
N
H
1
3

ス
テ

ン
レ

ス
製

　
2
0
0
L

6
0
0
×

6
0
0
×

9
0
0
H
　

鋼
製

架
台

埋
め

込
み

型
　

消
火

栓
弁

6
5
￠

ス
タ

ン
ド

型
　

1
0
0
＊

6
5
＊

6
5

9
0
0
φ

　
M
H
高

槻
市

型

2
0
0
×

1
0
0
×

7
5
　

塩
ビ

蓋

2
0
0
×

1
0
0
×

1
0
0
　

塩
ビ

蓋

2
0
0
×

1
0
0
×

1
5
0
　

塩
ビ

蓋

2
0
0
×

1
0
0
×

2
0
0
　

塩
ビ

蓋
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設
　

　
備

品
　

　
名

数
　

量
単

　
位

仕
　

　
様

　
・

　
型

　
　

式
　

　
　

等

上
記

配
管

関
係

1
式

ガ
ス

設
備

弁
類

サ
ー

ビ
ス

バ
ル

ブ
(
P
E
)

1
個

上
記

配
管

関
係

1
式

共
用

部
換

気
設

備
F
E
-
2
　

パ
イ

プ
フ

ァ
ン

2
台

F
E
-
3
　

有
圧

換
気

扇
1

台

消
火

設
備

工
事

消
火

用
補

給
水

槽
1

台

上
記

配
管

関
係

1
式

集
会

所
給

排
水

衛
生

設
備

（
空

調
設

備
含

む
）

衛
生

器
具

、
水

栓
類

キ
ー

式
散

水
栓

2
個

車
椅

子
対

応
洋

風
大

便
器

1
組

車
椅

子
対

応
洗

面
器

1
組

洋
風

大
便

器
1

組

洗
面

器
1

組

・
ガ

ス
設

備
の

方
式

：
大

阪
ガ

ス
本

管
よ

り
分

岐
し

、
下

記
の

サ
ー

ビ
ス

バ
ル

ブ
を

通
り

、
敷

地
内

か
ら

住
棟

内
共

用
部

ガ
ス

配
管

を
経

由
し

て
、

各
戸

の
ガ

ス
メ

ー
タ

に
接

続
さ

れ
る

。
・

共
用

部
管

理
の

範
囲

：
指

定
管

理
者

の
日

常
的

に
管

理
す

る
範

囲
は

、
敷

地
境

界
線

以
内

か
ら

各
戸

の
メ

ー
タ

ー
ボ

ッ
ク

ス
ま

で
の

全
て

の
共

用
部

の
ガ

ス
配

管
及

び
各

種
バ

ル
ブ

類
と

す
る

。

T
2
8
K
N
H
1
3

L
2
3
0
S

1
0
0

換
気

扇
2
0
0
Φ

　
格

子
ﾀ
ｲ
ﾌ
ﾟ

温
度

ス
イ

ッ
チ

4
0
0
ｍ

3
/
ｈ

×
1
0
w
（

1
φ

-
1
0
0
V
）

不
燃

枠
、

風
圧

ｼ
ｬ
ｯ
ﾀ
ｰ
、

ｳ
ｴ
ｻ
ﾞ
ｶ
ﾊ
ﾞ
ｰ
、

防
護

ｶ
ﾊ
ﾞ
ｰ

　
4
0
0
φ

×
3
2
0
0
ｍ

3
/
ｈ

×
2
0
0
w
(
1
φ

-
1
0
0
V
)

ス
テ

ン
レ

ス
製

　
2
0
0
L
　

6
0
0
×

6
0
0
×

9
0
0
H

　
鋼

製
架

台

・
給

水
設

備
の

方
式

：
集

会
所

の
給

水
形

式
は

、
高

槻
市

水
道

本
管

よ
り

分
岐

さ
れ

、
メ

ー
タ

ボ
ッ

ク
ス

を
経

て
敷

地
内

給
水

管
を

通
っ

て
集

会
所

内
の

各
給

水
器

具
に

送
水

さ
れ

る
。

・
管

理
の

範
囲

：
指

定
管

理
者

が
日

常
的

に
管

理
す

る
範

囲
は

、
敷

地
内

の
給

排
水

衛
生

設
備

の
全

て
と

す
る

。
・

排
水

設
備

の
方

式
：

集
会

所
の

排
水

（
下

水
）

は
各

衛
生

器
具

か
ら

集
会

所
内

の
排

水
管

を
通

り
小

口
径

桝
を

介
し

て
最

終
桝

に
集

合
さ

れ
、

高
槻

市
下

水
道

本
管

に
放

流
さ

れ
る

。
・

共
用

部
の

管
理

の
範

囲
：

指
定

管
理

者
が

日
常

的
に

管
理

す
る

範
囲

は
、

敷
地

内
の

全
て

の
排

水
管

等
及

び
各

種
桝

類
と

す
る

。
・

ガ
ス

設
備

の
方

式
：

大
阪

ガ
ス

本
管

よ
り

分
岐

し
、

サ
ー

ビ
ス

バ
ル

ブ
を

経
て

、
集

会
所

内
の

各
ガ

ス
器

具
に

接
続

さ
れ

る
。

・
共

用
部

管
理

の
範

囲
：

敷
地

境
界

線
以

内
の

全
て

の
ガ

ス
配

管
及

び
ガ

ス
器

具
と

す
る

。

C
S
2
0
A
B

L
2
6
0
C
M

C
S
6
7
0
B
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設
　

　
備

品
　

　
名

数
　

量
単

　
位

仕
　

　
様

　
・

　
型

　
　

式
　

　
　

等

流
し

用
水

栓
1

組

上
記

配
管

関
係

1
式

集
会

所
空

調
設

備
工

事
P
A
C
-
1
 
パ

ッ
ケ

ー
ジ

エ
ア

コ
ン

1
台

P
A
C
-
2
 
パ

ッ
ケ

ー
ジ

エ
ア

コ
ン

2
台

上
記

冷
媒

配
管

関
係

1
式

集
会

所
換

気
設

備
工

事
V
F
-
1
　

天
井

扇
2

台

V
F
-
2
　

天
井

扇
2

台

V
F
-
3
　

天
井

扇
3

台

V
F
-
4
　

天
井

扇
1

台

T
K
J
3
1
C
F
3

居
室

用
　

2
4
時

間
換

気
機

能
　

1
0
0
ｍ

3
/
ｈ

×
5
0
p
a
×

1
6
W
（

1
φ

-
1
0
0
V
）

湯
沸

室
用

　
ｵ
ｰ
ﾙ
金

属
製

　
2
0
0
ｍ

3
/
ｈ

×
5
0
p
a
×

2
5
W
（

1
φ

-
1
0
0
V
）

居
室

用
　

2
4
時

間
換

気
機

能
　

2
0
0
ｍ

3
/
ｈ

×
5
0
p
a
×

3
5
W
（

1
φ

-
1
0
0
V
）

天
井

カ
セ

ッ
ト

1
方

向
吹

出
し

　
ｾ
ﾊ
ﾟ
ﾚ
ｰ
ﾄ
型

　
冷

房
：

4
.
0
K
W
　

暖
房

：
5
.
3
K
W

2
方

向
吹

出
し

　
ｾ
ﾊ
ﾟ
ﾚ
ｰ
ﾄ
型

　
冷

房
：

5
.
6
K
W
　

暖
房

：
7
.
1
K
W

居
室

用
　

2
4
時

間
換

気
機

能
　

1
5
0
ｍ

3
/
ｈ

×
5
0
p
a
×

4
3
W
（

1
φ

-
1
0
0
V
）
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設
　
　
備

品
　
　
名

数
　
量

単
　
位

衛
星
器
具
設
備

洋
風
大
便
器

54
組

ウ
ォ
ー
ム
レ
ッ
ト

TC
F1
09
V8
0R

54
組

タ
オ
ル
掛
け

TS
11
5S

54
組

紙
巻
器

YH
50

54
組

洗
面
化
粧
台

LD
ST
75
4R

54
組

化
粧
鏡

LM
J7
51
SB
2H

54
組

洗
濯
機
パ
ン

PW
F9
02
CB

54
組

洗
濯
機
パ
ン
用
ト
ラ
ッ
プ

PJ
20
05

54
組

洗
濯
用
水
栓

TW
11
G

54
組

流
し
用
水
栓

TK
J3
1C
F3

54
組

給
水
設
備

給
水
設
備
配
管

1
式

給
湯
設
備

GH
-1
　
ガ
ス
ふ
ろ
給
湯
器

54
個

給
湯
設
備
配
管

1
式

排
水
設
備

排
水
設
備
配
管

1
式

換
気
設
備

FE
-1
　
中
間
ダ
ク
ト
フ
ァ
ン

54
台

給
排
気
グ
リ
ル

P-
13
GL
4

16
2

個

自
然
給
気
口

P-
13
KQ
U2

16
2

個

差
圧
給
気
ユ
ニ
ッ
ト

P-
18
QS
U

54
個

深
型
パ
イ
プ
フ
ー
ド
及
び
ス
パ
イ
ラ
ル
ダ
ク
ト
等

1
式

ガ
ス
設
備

マ
イ
コ
ン
メ
ー
タ
ー
（
大
阪
ガ
ス
支
給
）

54
個

Ｌ
Ａ
ペ
ア
ガ
ス
栓
　
Ｌ
　
ラ
イ
ン

54
個

機
器
接
続
ガ
ス
栓
　
１
５
Ａ

15
54

個

ガ
ス
コ
ン
セ
ン
ト
（
Ｃ
）
ラ
イ
ン

54
個

メ
ー
タ
ー
・
分
岐
ガ
ス
栓

20
54

個

ガ
ス
設
備
配
管

1
式

市
営
川
西
住
宅
　
専
用
部
分
　
機
械
設
備
一
覧
表

各
戸
の
メ
ー
タ
ー
ボ
ッ
ク
ス
以
降
の
全
て
の
給
水
配
管
設
備

各
戸
の
全
て
の
排
水
配
管
設
備

各
戸
の
全
て
の
ダ
ク
ト
配
管

各
戸
の
全
て
の
ガ
ス
配
管
設
備

16
号
　
PS
設
置
前
方
排
気
型
　
　
給
湯
、
自
動
湯
は
り
、
追
炊
き
、
自
動
た
し
湯

24
時
間
換
気
機
能
対
応
　
3室

排
気
　
30
0ｍ

3/
ｈ
×
80
pa
×
65
W（

1φ
-1
00
V）

各
戸
の
全
て
の
給
湯
設
備
配
管

仕
　
　
様
　
・
　
型
　
　
式
　
　
　
等

CS
20
BP
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市
営
川
西
住
宅
消
防
用
設
備
一
覧
表

 

設
 

 
備

 
品
 
 
名

 
仕
 
 
様

 
型
 
 
式

 
数
量

 

住
宅
用
火
災
警
報
設
備

 
火
災
受
信
盤

 
P
型
 

1
級

 
壁
掛
型
 

1
5
回
線
 
音
声
警
報
内
臓

 
R

P
G

-A
B

W
1
5

V
 

1
台

 

 
共
同
住
宅
用
非
常
電
源
装
置

 
壁
掛
型
６

A
ｈ

 
H

J
P

1
0

8
－

2
0
B

R
 

1
台

 

 
差
動
式
ｽﾎ
ﾟｯ
ﾄ型

感
知
器

 
2
種
 
露
出
型

 
D

S
C
－

2
R

L
－

A
 

2
0
個

 

 
天
井
埋
込
型
ｽﾋ
ﾟｰ
ｶｰ

 
パ
ネ
ル
共

 
S

B
－

X
1

6
6
 

1
個

 

 
天
井
露
出
型
ｽﾋ
ﾟｰ
ｶｰ

 
 

S
B
－

B
6
8

0
 

8
個

 

 
差
動
式
ｽﾎ
ﾟｯ
ﾄ型

感
知
器

 
2
種
 
埋
込
型

 
遠
隔
試
験
機
能
付
 

2
線
式

 
D

S
F
－

2
U

L
V
／

C
 

1
7

8
個

 

 
定
温
式
ｽﾎ
ﾟｯ
ﾄ型

感
知
器

 
特
殊
防
水
型
 

6
5
℃
遠
隔
試
験
機
能
付
 
埋
込
型

 
D

F
M
－

T
W

6
5
U

L
V
／

C
 

5
4
個

 

 
中
継
器
（
遠
隔
試
験
機
能
付
）

 
中
継
器
端
子

 
C

H
R
－

2
A

T
 

5
4
個

 

非
常
警
報
設
備

 
非
常
警
報
複
合
装
置

 
防
雨
型
 
埋
込
型

 
B

H
C
－

4
0

1
2

W
 

9
台

 

 
非
常
警
報
複
合
装
置

 
増
設
音
響
装
置

 
防
雨
型
 
埋
込
型

 
B

H
C
－

4
0

1
2

W
 

8
台

 

 
非
常
警
報
複
合
装
置

 
防
雨
型
 
埋
込
型

 
B

H
C
－

4
0

1
2
 

1
台

 

 
非
常
警
報
複
合
装
置

 
屋
内
埋
込
型

 
 

1
台

 

誘
導
灯
設
備
（
集
会
所
）

 
誘
導
灯

 
点
滅
形

B
級

B
L
型
片
面
直
付
自
己

 
F

A
2
0

1
3
6
 

1
台

 

消
火
設
備

 
消
火
器

 
粉
末
消
火
器

 
A

B
C

1
0
号

 
1

9
本

 

 
連
結
送
水
管

 
６
５

A
双
口
ス
タ
ン
ド
型

 
日
野

 
X

Z
U

3
0
4
 

1
台

 

避
難
器
具

 
避
難
ハ
ッ
チ

 
金
属
製
折
り
た
た
み
式
吊
り
下
げ
は
し
ご

 
ナ
カ
工
業

 
は
第

1
8
～

8
号

 
1

6
台
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市
営

川
西

住
宅

昇
降

設
備

 

設
 

 
備

 
品
 
 
名

 
仕
 
 
様

 
型
 
 
式

 
数
量

 

昇
降
設
備

 
東
芝
製
ロ
ー
プ
式
エ
レ
ベ
ー
タ
ー

 
住
宅
用
１
３
人

 
9

0
ｍ

/分
 

9
停
止

 
 

L
A

0
1
 

1
台

 

 

市
営

川
西

住
宅

防
犯

設
備

 

設
 

 
備

 
品
 
 
名

 
仕
 
 
様

 
型
 
 
式

 
数
量

 

防
犯
設
備

 
防
犯
カ
メ
ラ

 
2

.1
M

ピ
ク
セ
ル

 
1

2
V

 
1

0
8

0
P

 4
-I

N
-1

 
 

H
D

 C
a

m
e
ra

 
1
台

 

 
録
画
機
器

 
6

T
B
 
最
大

4
台
接
続
可
能
 

1
2

V
 

4
ch

 X
V

R
5

1
0
4
 

1
台
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樹高H（ｍ） 幹周C（ｍ） 枝張りW（ｍ）

植栽

　中高木 クスノキ 6.00 0.79 2.50 8本

アメリカヤマボウシ　白 5.00 0.22 1.00 2本

アメリカヤマボウシ　赤 5.00 0.22 1.00 2本

シラカシ 4.00 0.31 1.20 3本

シラカシ 4.00 0.41 1.20 3本

シラカシ 4.00 0.79 1.20 1本

ソメイヨシノ 4.00 0.47 1.50 2本

サトザクラ 5.00 0.57 1.20 2本

シモクレン 3.00 0.13～0.22 0.60 2本

シモクレン 3.00 0.31 0.60 1本

ハクモクレン 2.00 0.06 0.60 2本

イロハモミジ 4.00 0.28 1.20 1本

キンモクセイ 2.00 0.16～0.28 0.60 4本

キンモクセイ 2.00 0.31 0.60 2本

サザンカ 2.50 0.16～0.25 0.70 4本

サザンカ 2.50 0.38 0.70 1本

計 40本

　低木 ボックスウッド 0.40 0.20 1341本

サツキツツジ 0.20 0.30 144本

セイヨウベニカナメモチ 0.80 0.20 452本

ドウダンツツジ 0.40 0.20 54本

ユキヤナギ（２本立） 0.40 108本

ヤマブキ（２本立） 0.40 54本

クチナシ 0.40 0.25 36本

ヤマハギ（３芽立） 36本

コムラサキツキブ 0.50 0.30 18本

コデマリ（２本立） 0.40 72本

アジサイ（２本立） 0.40 36本

クロチク（２本立） 2.00 2本

ノムラモミジ 2.30 1本

ナンテン 0.60 1本

計 2355本

(502㎡)

芝 野芝 1036㎡

市営川西住宅　緑地植栽一覧表

種別 名称
仕様

数量
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配点 評価点

10 0
★(1) 団体の理念、姿勢及び社会的責任 ・団体の理念・姿勢が公共施設の担い手として

適切であるか。 5

★(2) 施設の利用者への対応 ・入居者からの要望、苦情等に適切に対応し、
解決できる体制であるか。 5

15 0
★(1) 類似施設の運営実績 ・類似施設の管理実績があるか。 5
★(2) 効率的運営及び効率化への取組 ・経費の削減及び効率的な管理運営のための創

意工夫があるか。 5

★(3) 指定への意欲及び熱意 ・事業計画に姿勢と意欲を示す具体的提案があ
るか。

5

45 0
・経営状況は安定しているか。

・適切な管理運営に必要な職員を配置している
か。

★(2) 団体運営の公正性及び透明性 ・定款及び決算報告書等が適正であるか。 5
・関係法令を遵守した経営方針であるか。

・労働基準法の遵守等、適正な労働条件
　を整備しているか。
・個人情報保護の理解が適切であるか。

・個人情報保護の管理体制が適切であるか。

・施設、設備の維持管理体制は適切であるか。

・安全対策、防犯対策の具体的提案があるか。

・施設管理者としての接遇等を身につける研修
の計画があるか。
・施設管理者としての知識を身につける研修の
計画があるか。
・人権の遵守、環境問題への取組があるか。 5
・高齢者、障がい者等就労困難層への
  雇用・就労支援の取組があるか。 5

・地域経済へ寄与しているか
　（従業員の雇用、資材等の調達等） 5

10 0
　(1) 施設の設置目的に関すること ・公営住宅の設置目的に精通しているか。 5
　(2) 施設の管理運営の実施に関すること ・公営住宅としての管理運営に対して具体的な

提案があるか。 5

10 0
・入居者へのｻｰﾋﾞｽ向上に向けてｽｷﾙを活かした
具体的提案があるか。
・入居者のﾆｰｽﾞを適切に把握・理解し、業務に
反映する具体的な提案はあるか。
・入居者及び近隣住民との連携についての理解
や提案があるか。
・近隣住民からの要望・苦情等を適切に対応す
る姿勢はあるか。

10 0
・事故発生時に適切な対応ができる体制となっ
ているか。
・事故発生を未然に防ぐ管理体制が提案されて
いるか。
・災害時適切な対応ができる体制となっている
か。
・災害への備え等の提案があるか。

100 0

5

評　　価　　項　　目（★は規則に定める項目）

指定管理者候補者選定評価表   　　－サービス水準等評価－

5

２　施設の効用の最大限の発揮及び管理経費の縮減に関すること。

対象施設：高槻市営川西住宅
                                                               所管課：住宅課

６　危機管理体制に関すること。

５　市民サービスに関すること。

5

5

5

　(1) 事故への対応

　(2) 災害への対応

４　施設の設置の目的の寄与に関すること。

★(3) 団体運営における法令の遵守

5

5

5

★(6) 職員の研修

★(1) 団体の安定性及び継続性

　(7)その他管理に際して必要な事項

　(1)入居者に対するｻｰﾋﾞｽの向上

　(2) 近隣住民への対応

5

★(4) 情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策への取組

★(5) 施設管理の安全性への配慮

１  市民の平等な利用の確保に関すること。

３　施設の管理を安定して行う物的能力及び人的能力に関すること。
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